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は じ め に 

 
知的財産が競争力の源泉となる時代が始まり、競争のルールが「どこでも作れる

ものを、早く、安く作る競争」から、「他では作れないものを、いち早く生み出す

競争」へとシフトした。このため、国全体を革新するという発想では、変化のスピ

ードが遅すぎてグローバルな競争についていけなくなっている。もっと国から地域

に重心を移していく必要があり、地域という小さな単位の中で知的財産の創出・活

用を促進し、これらの地域活力を総合することで日本全体の競争力を高めていく戦

略が求められている。 
こうした変化を背景に知財活用の取り組みが拡大傾向を見せる一方で、実際に地

域の現場に入ると、活用した成果がなかなか地域振興に結びつかない現実も見て取

れる。発明やノウハウを新製品や事業に結びつけるプロセスには常にリスクが伴う

ことが大きな原因であり、知財活用に取り組む地域では、「早く成果を出したい」

「目に見える成果を出したい」という地域振興の顕著な効果を求める声が同時に高

まっている。 

 

 知財活用のリスクを最小化し、活用成果を地域振興に結びつけていくには、他に

はない“地域独自の強み”を生かすことが最も有効な方策となる。そのために、地

域の強みを把握する共通指標が必要になる。こうしたニーズに応えるため、昨年度

の調査研究では「地域の知財活用力を評価する共通指標」に関する検討を行った。 

 そこで、本年度は上記の成果を踏まえ、知財の活用を地域振興につなげるための

方策について調査研究を行った。具体的には、「地域における独自の強みを生かす

ための知財関連施策」に関する検討を行い、各地域における「知財関連施策」「知

財の強み」「地域振興プロセス」の“３つの現状”を明らかにすることで、それぞ

れの関連性を分析した。 

第一の「知財関連施策」としては、「基本計画の策定」「規定・制度の整備」「財

政支援措置の導入」などを取り上げた。第二の「知財の強み」については、地域に

おけるニーズ・シーズの集積を表わす「発明者数」、他の地域に対する競争優位を

表わす「発明者割合」、新たに生まれた強みに対応する「発明者伸び率」を取り上

げた。第三の「地域振興プロセス」としては、知財活用の第一段階となる「外部資

金プロジェクトの獲得」、および最終段階に当たる「分野別製品出荷額の伸び」に

着目した。その上で、第四に、「知財関連施策」「知財の強み」「地域振興プロセ

ス」に関する３つの分析結果を総合することで、各地域の特性に合った「地域振興

のための知財活用モデル」を提示し、「モデル実現のために必要となる知財関連施

策」を抽出した。 
 
本調査研究で提示した複数のモデルの中から各地の実状に合ったモデルを選択し、

その効果を実証することが、知財の活用を地域振興につなげるための次のステップ

となる。 
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第一章 地域の強みを生かす知財関連施策の必要性 

 
知的財産戦略本部が取りまとめた「知的財産推進計画２００４」において、主要テーマ

の一つに「知的財産を活用して地域を振興すること」が掲げられた。取り組むべき課題と

して、次の３つが提示されている。 
 
・地方公共団体の知的財産に関する自主的な施策策定を奨励する。 
・地域における知的財産の相談体制を強化する。 
・地域における産学官の連携体制を強化する。 

 
 
実際に各都道府県の動きを見ると、独自の戦略をまとめ、知財活用の促進に取り組む動

きが拡がっている。昨年度までに、北海道、秋田、東京、愛知、大阪、島根、福岡におい

て基本計画が策定され、本年度も引き続き、独自の知財戦略を策定する動きが拡大するこ

とが予想されている。 
 
これらの動きは、知的財産が競争力の源泉となる時代が始まったことを背景としている。

競争のルールが「どこでも作れるものを、早く、安く作る競争」から、「他では作れない

ものを、いち早く生み出す競争」へとシフトし、国全体を革新するという発想では、変化

のスピードが遅すぎてグローバルな競争についていけなくなった。もっと国から地域に重

心を移していく必要があり、地域という小さな単位の中で知的財産の創出・活用を促進し、

これらの地域活力を総合することで日本全体の競争力を高めていく戦略が求められている。 
しかしながら、知財活用の取り組みが拡大傾向を見せる一方で、実際に地域の現場に入

ると、活用した成果がなかなか地域振興に結びつかない現実も見て取れる。発明やノウハ

ウを新製品や事業に結びつけるプロセスには常にリスクが伴うことが大きな原因であり、

知財活用に取り組む地域では、「早く成果を出したい」「目に見える成果を出したい」と

いう地域振興の顕著な効果を求める声が同時に高まっている。 

 

 上記の知財活用のリスクを最小化し、活用成果を地域振興に結びつけていくには、他に

はない“地域独自の強み”を生かすことが最も有効な方策となる。そのために、地域の強

みを把握する共通指標が必要になる。 

こうしたニーズに応えるため、昨年度の調査研究では「地域の知財活用力を評価する共

通指標」に関する検討を行った。各地の特徴を比較する共通指標を導入し、それぞれの強

みをベンチマークすることで、「どの地域において、どのような取り組みを行えば、最も

大きな地域振興の効果が得られるか」を明らかにしようという考え方である。 

検討の結果として、“地域の強み”を把握するための極めて有効な指標が「地域別の発

明者数」になることを示した。さらに、実際に“地域の強み”を把握する場合は、分野別

の比較が重要になることを明らかにした。産業分野や技術分野など特定分野に絞って各地

の発明者数を比較することで、他では見られない“その地域独自の強み”が見つかるよう

になる。日本全体として見た場合、「地域から生まれてくる知的財産」と「知的財産が地
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域にもたらす活力」は強い相関をもっており、他にはない“独自の強み”をいち早く見つ

け、これを活用する体制を整えることで、大きな地域振興効果をもたらすことが可能にな

る（詳細は、工業所有権総合情報館請負事業「共通指標に基づく地域の知財力評価に関す

る調査研究(株式会社日本総合研究所、平成16年 3月)」を参照）。 

 
 以上の成果を踏まえ、本年度の調査研究では「地域における独自の強みを生かすための

知財関連施策」の検討を行った。具体的には、各地域における「知財関連施策」「知財の

強み」「地域振興プロセス」の“３つの現状”を明らかにし、それぞれの関連性を分析し

た。 
第一の「知財関連施策」としては、「基本計画の策定」「規定・制度の整備」「財政支

援措置の導入」などを取り上げた。 
第二の「知財の強み」については、地域におけるニーズ・シーズの集積を表わす「発明

者数」、他の地域に対する競争優位を表わす「発明者割合」、新たに生まれた強みに対応

する「発明者伸び率」を取り上げた。 
第三の「地域振興プロセス」としては、知財活用の第一段階となる「外部資金プロジェ

クトの獲得」、および最終段階に当たる「分野別製品出荷額の伸び」に着目した。 
 その上で、第四に、「知財関連施策」「知財の強み」「地域振興プロセス」に関する３

つの分析結果を総合することで、各地域の特性に合った「地域振興のための知財活用モデ

ル」を提示し、「モデル実現のために必要となる知財関連施策」を抽出した。 
 
得られた結果を、以下にまとめる。 
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第二章 地域における知財関連施策の動向 

 
知財の活用を地域振興につなげるための第一の前提条件として、４７都道府県の「知財

関連施策」の現状を分析した。具体的には、各地域の行政機関への電話ヒヤリングを実施

し、以下の事項を明らかにした。 
 
（１）基本計画の策定 

独自の知財戦略を地域全体で共有する取り組みとして、各地域の「基本計画の策定状況」

を調査した、調査結果をもとに、「既に策定済み」「現在策定中」「今後策定予定」「現

時点では未定」の４グループに区分した。 
 
（２）規定・制度の整備 

知財活用を促進する取り組みとして、各地域の「規定・制度の整備状況」を調査した。

調査の仮説として、以下の３つの取り組みが特に有効に働くものと想定し、これらについ

て地域の現状を把握した。 
 
①地域全体の知財分析が可能なデータベースの編集 
“地域独自の強み”を見つけるためには、個別の大学や研究所が、それぞれの知財情報

を網羅したデータベースを分散して保有している形よりも、網羅性は劣っても、地域全

体の大学、研究所をカバーした知財情報が一箇所に集約されている形の方が、より有効

に働く。 
 
②地域の中小企業における知財マネジメントの支援 
知財の活用の地域振興をつなげるには、地場産業の大部分を占める中小企業の知財マネ

ジメントを強化することが有効に働く。 
 
③地域の産学連携において中核を担う機関の選択 
地域の産学連携が有効に機能するか否かは、その中核をどのような機関が担うかによっ

て、大きく左右される。 
 
 
（３）財政支援措置の導入 
知財活用を促進する取り組みとして、各地域の「財政支援措置の導入状況」を調査した。

調査の仮説として、以下の３つの取り組みが特に有効に働くものと想定し、これらについ

て地域の現状を把握した。 
 
①研究者個人に対する選択的な財政支援 
“地域の強み”を高めるには、域内外から優れた研究者を集め、集めた研究者の活動を

選択的に支援していく財政制度の導入が有効に働く。 
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②中小企業の特許出願に対する資金助成 
知財の活用を地域振興につなげるには、地場産業の大部分を占める中小企業が第二創業

などにより業容を拡大することが重要であり、そのために必要となる場合は、特許出願

に対する資金助成を行うことが有効に働く。 
 
③地域独自の競争的研究資金制度の導入 
地域の中に新たな強みを生み出していくには、国からの競争的研究資金獲得に加え、地

域独自の競争的研究資金制度を導入、強化していくことが有効に働く。 
 
 
（４）国際特許の出願支援 
日本企業の製造拠点がアジアなどの海外にシフトしている現状を踏まえ、グローバルな

規模で地域の競争力を高めていく取り組みとして、地域の企業に対する「国際特許の出願

支援」の現状を調査した。 
 
（５）特許製品の優先調達 
域内特許製品の市場開拓を加速する取り組みとして、「公的機関による優先調達」の現

状を調査した。 
 
以下に、４７都道府県のヒヤリング結果をまとめ、その上で、地域における知財関連施

策の導入状況を分析する。 
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１．４７都道府県へのヒヤリング結果 

 
都道府県毎に、以下の関連部門に対する電話ヒヤリングを実施した。 

 
・北海道； 企業振興部 科学技術振興課 

・青森県； 商工労働部  新産業創造課 

・岩手県： 商工労働観光部  科学振興課 

・宮城県； 産業経済部  研究開発推進課 

・秋田県； 企画振興部  学術国際局  科学技術課 

・山形県； 文化環境部  学術振興課 

・福島県； 商工労働部  産業創出グループ 

・茨城県； 商工労働部  産業技術課 

・栃木県； 商工労働観光部  工業振興課 

・群馬県； 産業経済局  工業振興課 

・埼玉県； 労働商工部  産学連携推進課 

・千葉県； 商工労働部  産業振興課 

・東京都； 産業労働局  商工部  創業支援課 

・神奈川県； 企画部  科学技術振興課 

・新潟県； 産業労働部  産業振興課 

・富山県； 商工労働部  商工企画課 

・石川県； 商工労働部  産業政策課 

・福井県； 産業労働部  地域産業技術振興課 

・山梨県； 商工労働部  工業振興課 

・長野県； 商工部  産業技術課 

・岐阜県； 農林商工部  商工局  商工業室 

・静岡県； 商工労働部  技術振興室 

・愛知県； 産業労働部  産業技術課 

・三重県； 科学技術振興センター  総合研究企画部 

・滋賀県； 商工観光労働部  新産業振興課 

・京都府； 商工部  産業支援室 

・大阪府； 商工労働部  新産業課 

・兵庫県； 産業労働部  商工労働局  工業振興課 

・奈良県； 商工労働部  産業科学振興室 

・和歌山県； 商工労働部  商工政策局  産業支援課 

・鳥取県； 商工労働部  産業開発課 

・島根県； 商工労働部  産業振興課 

・岡山県； 産業労働部  産業振興課 

・広島県； 商工労働部  産業振興総室 

・山口県； 商工労働部  新産業振興課 

・徳島県； 商工労働部  産業振興課 
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・香川県； 産業政策課 

・愛媛県； 経済労働部  産業創出課 

・高知県； 産業技術振興課 

・福岡県； 商工部  新産業・技術振興課 

・佐賀県； 農林水産商工本部  新産業課 

・長崎県； 政策調整局  科学技術振興課 

・熊本県； 商工観光労働部  工業振興課 

・大分県； 商工労働部  産業技術開発室 

・宮崎県； 商工観光労働部  工業振興課 

・鹿児島県； 商工観光労働部  工業振興課 

・沖縄県； 商工労働部  工業・工芸振興課 

 
 得られた結果をまとめると、次のようになる。 
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１－１．北海道 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１６年６月３０日、「北海道知的財産戦略推進方策」。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

・平成１３年に国で道内大学のシーズを取りまとめたが、更新されていない。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人北海道科学技術総合振興センター（ＮＯＡＳＴＥＣ財団） 等 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・ＮＯＡＳＴＥＣ財団と道による若手研究者の研究開発支援事業 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

・ニーズも含めて検討中。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－２．青森県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

・平成１７年度より、知的所有権センターのホームページ拡充方策として、県有特許と

民間の技術シーズのデータベース化の検討を始める。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人２１あおもり産業総合支援センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・平成１５年度までは制度あり。 

・平成１６年度から特許出願単独の支援制度はないが、研究開発補助金の資金使途の一

部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・平成１６年度から特許出願単独の支援制度はないが、研究開発補助金の資金使途の一

部として認めている。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－３．岩手県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・科学技術課内にて、策定するかどうかを検討している段階。平成１７年度策定の予定

はない。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・ＩＮＳ、知的所有権センター、岩手大学地域連携推進センター知財本部 等 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１５年度より、「夢県土いわて戦略的研究推進事業」 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－４．宮城県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人宮城産業振興機構、県の産学連携推進班 等 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－５．秋田県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１６年３月、「秋田県知的財産戦略」。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

・必要性は認識しており、検討しているが、実現していない。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人あきた産業振興機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

・北東北３県（秋田、岩手、青森）での人材流動の制度を検討中。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の制度はない。平成１７年度予算で検討したが実現していない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として出願費用も認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１５年度から、国公立・独法の研究機関を対象とした制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・特許出願単独の制度はない。平成１７年度予算で検討したが実現していない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として出願費用も認めている。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

・リサイクル関係や環境関連製品の購入制度はある。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－６．山形県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・県試験研究機関の知的財産権については、平成１５年度、１６年度に決定した山形県試

験研究機関機能強化基本戦略において基本的考え方を整理した。 

・今年度中に、県の科学技術政策の今後の方向性を検討することとしており、その中で県

全体の知的財産権に関する基本的な考え方を整理する予定。 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・ＩＰＤＬ（特許電子図書館）等を活用している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・知的所有権センター等に、特許情報活用支援アドバイザーや特許流通アドバイザーを

配置し、新事業支援センター、地域中小企業支援センター（いずれも企業振興公社）と

の連携により支援している。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

産学官連携やまがたネットワーク（産学官の研究者等個人を会員とする任意団体）、財

団法人山形県産業技術振興機構、山形大学地域共同研究センター、同知的財産本部 
 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・中小企業・ベンチャー挑戦事業（中小企業基盤整備機構）や中小企業経営革新支援補

助金（中小企業庁・県）を活用。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

山形県産学官連携促進共同研究事業（県補助金）、ニューウェーブ研究創出事業（山形

県産業技術振興機構補助金） 
 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 

 
12



１－７．福島県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年２月に「うつくしま、ふくしま知的財産戦略」を策定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人福島県産業振興センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・医療福祉機器関連の公募型実施 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・平成１６年度に改正された地方自治法施行令に基づき、平成１７年度から特許製品を

含む新製品買い入れ制度を実施する予定である。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 

 
13



１－８．茨城県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年２月、「いばらき知的財産戦略 ～今すぐ始める会社のお宝探し～」。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・県の産業政策課産学連携推進室 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

・県内の研究機関が調達する測定装置や実験資材について、県内の中小企業を優先的に

斡旋することは行っている。（平成１６年度まで） 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－９．栃木県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・パブリックコメント募集中（H17.2.25～H17.3.24）。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人栃木県産業振興センター、知的所有権センター 等 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

・補助事業で作った製品について、ＰＲはしている。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－10．群馬県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・群馬県知的財産戦略会議の議事録として「案」をホームページに掲載している。 

・平成１７年３月末を目処に「案」の修正作業中。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

・平成１６年度「Ｒ＆Ｄサポート事業」として「特許権化」を支援。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人群馬県産業支援機構、知的所有権センター、産業技術センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・産業技術センターにおける任期付研究者採用あり。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・Ｒ＆Ｄサポート事業の「特許権化」支援 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・Ｒ＆Ｄサポート事業の「企画」「試作」支援 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・Ｒ＆Ｄサポート事業の「特許権化」支援 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・平成１２年度から、「１社１技術」認定制度。平成１６年度からは、県が製品を買い

上げてモニタリングを行い、ＰＲを行ったり、企業へ結果をフィードバックしている。 

・認定は９４２社。モニタリングの実績は２１社。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－11．埼玉県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年３月中に発表。パブリックコメント済み。 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・（財）埼玉県中小企業振興公社が大学のｼｰｽﾞなどを調査してデータベースを作成済み。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・埼玉県産業技術総合センター、同センターに開設している産学連携相談室 

（財）埼玉県中小企業振興後者新事業支援室、（財）本庄国際リサーチパーク研究推進

機構 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・経営革新計画の承認を得ている企業に対し、展示会への出展費用の助成を実施。 

・優良なベンチャー企業の製品を選定し、広く紹介を行う。県の調達対象となるものに

ついては試験的な購入も検討している。 

 以上、必ずしも特許を要件とはしていないが、新規性のある製品に関しての販路支援事

業である。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－12．千葉県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・骨子は策定済み。 

・平成１７年度上半期の策定を目標にしているが、詳細は未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・平成１６年度に県内大学、県、企業の開放特許一覧を作成した。 

・研究シーズについて、数年前に県内大学のテーマをまとめたことはあるが、それ以降

は作成していない。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

・知的財産戦略支援事業として10社の支援実績がある。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人千葉県産業振興センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・新産業創造研究開発費補助金 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・プレゼンの場を県が設定する。 

・優先調達はしてないが、県が率先して使っていく姿勢は示している。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－13．東京都 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１５年８月２９日「中小企業の知的財産活用のための東京戦略」 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

・侵害対策として、平成１６年度より外国侵害調査助成を開始。訴訟支援についても検

討したが、具体化はしていない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・東京都立産業技術研究所 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・国内出願に関しては、特許出願単独の支援制度はない。 

・新製品・新技術開発助成金当の助成対象経費の一つとして、産業財産権出願・導入費

が認められている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・「外国特許出願費用助成事業」 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・検討中。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－14．神奈川県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１６年１２月以降、神奈川県知的財産戦略委員会で審議中。 

・平成１７年度中の策定を予定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

・「神奈川スタンダード」の取り組み。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人神奈川科学技術アカデミー、神奈川県産業技術総合研究所、など 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・財団法人神奈川科学技術アカデミーにおいて、流動研究プロジェクトなどの研究活動

支援。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・検討中。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・流動研究プロジェクト、重点基礎研究事業 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・検討中。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・検討中。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－15．新潟県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・素案はできており、外部有識者を含めて審議中。 

・発表の時期は未定。目標は平成１７年度中。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人にいがた産業創造機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。平成１７年度には実現しない。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・戦略技術開発研究事業 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。平成１７年度には実現しない。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－16．富山県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・県庁内で検討中。時期も含めて公表する段階ではない。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一括管理はしているものの、外部からはアクセスできないものはある。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人富山県新世紀産業機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・弁理士費用の助成制度、特許維持・出願費用の助成制度あり。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・創造的中小企業創出支援事業 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・弁理士費用の助成制度、特許維持・出願費用の助成制度あり。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・検討中。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－17．石川県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年度に策定開始予定。平成１７年度中に公表予定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

・特許庁事業に対し、県も１／６を上乗せ補助を行っている。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・石川県商工労働部産業政策課、財団法人産業創出支援機構 プロジェクト推進部 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・ものづくり高度加工技術研究開発事業費補助金 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・検討中。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－18．福井県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年３月末公表、「福井県知的財産活用プログラム」。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

・コーディネイターと県職員が企業を訪問している。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人ふくい産業支援センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・平成１７年度より新規創設。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－19．山梨県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。（担当組織・部署も未定につき未検討） 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

・平成１７年度に山梨大学と山梨県工業技術センターの合同研究成果発表会を開催し、

シーズ情報を広く地域に提供していく。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・平成１７年４月１日より、山梨県工業技術センター内に山梨総合理工学研究機構を設置。 
 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１２年度より、工業技術開発センターの開放型研究施設を利用した産学官共同研

究に対する助成事業を実施。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－20．長野県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・公表する状態、段階ではない。公表する時期を含めて検討中。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・長野県テクノ財団 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

・研究開発補助金の中の経費として、外注費や人件費を認めている。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度なし。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－21．岐阜県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人岐阜県研究開発財団 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・平成１６年度より、「発明品等試用支援事業」。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－22．静岡県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・検討中であるが、具体的な策定時期は未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

・研究者のデータベースはある。（財団法人静岡産業創造機構が作成したもの。） 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人しずおか産業創造機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度なし。財団法人経由の資金補助制度はある。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・社団法人静岡県国際経済振興会を通じて実施している。海外進出企業向けの海外展示

会への出典メニューの１つとして、平成１５年度より海外出願費用を補助。「中小企業

海外市場開拓支援事業」。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－23．愛知県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１６年３月「あいち知的財産創造プラン」 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

・今年度から県有知的財産相談窓口を設置、県全体の知的財産の紹介を行っている。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

・８月１日を「愛知の発明の日」と定め、「あいち知的財産尊重宣言」の賛同者を募集

するなど知的財産を大切にする風土づくりに取り組んでいる。 

・愛知県中小企業知的財産戦略支援事業補助金 

 中小企業の知的財産戦略を支援する知的財産専門家を派遣する。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・科学技術交流財団 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。融資制度はある。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・研究開発コンソーシアム事業 

・知的財産活用促進事業費補助金 

知的財産を活用し、迅速な製品化を目指した研究開発を支援するため、出願した特許を

活用した独創的技術開発又は未利用特許等を活用した技術開発に対し助成を行う。（中

小企業対象） 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・平成１６年度より実施。 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・平成１６年度より３ヵ年計画「知的財産活用成功企業づくりモデル事業」。３社の取

り組み実績あり。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－24．三重県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年度に策定予定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

 － 

 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度なし。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－25．滋賀県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１６年度、県内の企業の意識を把握するための調査を実施した。 

・基本計画は平成１７年度に策定の予定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・県の新産業振興課技術振興室 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・滋賀県産学官連携共同プロジェクト補助金、滋賀県経済振興特別区域 産学連携新技術

創出事業補助金 等。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

・今後、検討しようとする動きはある。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－26．京都府 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定の有無を含めて検討中。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・平成１７年度に「知財活用システム研究会」を設置し、知財を基にした地域の強み把

握とその活用方策を検討予定。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・京都府中小企業総合センター、財団法人京都産業２１、京都産学公連携機構、など 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・産学公連携研究開発資金支援事業 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－27．大阪府 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１６年２月、「大阪府知的財産戦略指針 知ってます？ アイデア・技術力は「あ

なたの財産」になりまっせ！」。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・大阪ＴＬＯ、大阪府立産業技術総合研究所、クリエイション・コア東大阪 等 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・資金支援の制度はないが、手続支援制度はある。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１６年度より、「先端技術創出型産学官研究開発補助金」 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・平成１６年度より制度あり。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－28．兵庫県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・新年度より新たに経営者や実務者向けセミナーの開催に取り組む。 

・地域中小企業知的財産戦略支援事業（国庫２／３）の裏負担（１／３）を県で独自に

補助している。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人新産業創造研究機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・平成１７年度より、ひょうご科学技術協会を通じ、県内の大学等へ海外の研究員を招

聘する場合に３０万円の補助を出す。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の補助対象経費として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－29．奈良県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・検討中であるが策定時期は未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・奈良県中小企業支援センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・実用化製品化研究開発調査事業。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－30．和歌山県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・検討中であるが、策定の具体的な時期は未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人和歌山産業振興財団 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・平成１６年度より、認定企業・事業者に対する弁理士手数料１／２を補助。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１６年度より、「やる気支援事業」。平成１７年度からは、「新やる気支援事業

（特定のテーマに絞ったもの）」。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・検討中。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－31．鳥取県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年度に検討に着手する予定。策定の時期は未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・県の産業開発課 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・県内企業と県内外の大学や高専との共同研究に関する補助。「産学官連携強化・新産業

育成事業」。 
 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－32．島根県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１５年３月、「島根県知的財産活用戦略」。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人しまね産業振興財団、県 等 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・財団法人経由で大学の先生に研究費を補助する制度がある。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・出願経費ではないが、研究開発補助金の資金使途の一部として、研究開発を進めるに

あたって他者の特許を購入する場合や、ライセンスを受ける場合に要する経費について

認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・財団法人経由の補助金制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。議論はあるが、実現していない。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・特許に限定したものはないが、県産品を優先的に使う制度はある。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－33．岡山県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・知的財産単独の基本計画策定は現在のところ予定していない。 

・「岡山県産業活性化ビジョン」の改正時に知的財産の項目を設けることを検討している。 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学、公設試及びＴＬＯがそれぞれ開示している。 

・県知的所有権センターで把握した地域内の開放特許については、（独）工業所有権情報・

研修館の特許流通データベースに登録している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・県知的所有権センター及び（社）発明協会岡山支部による普及・啓発活動やセミナー開催等

に取り組んでいる。また、県中小企業支援センターによる特許庁の事業を活用した知財マネ

ジメント支援も行う予定である。 
③地域の産学連携において中核を担う機関 

・岡山・産学官連携推進会議 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・平成１５年度までは若手研究者個人に対する補助金制度を設けていたが、平成１６年度か

ら若手研究者の研究を支援対象とする大学組織への委託研究制度としている（発明の帰属や

ＴＬＯ活用の観点から）。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度は設けていない。 

・研究開発補助金の補助対象経費として弁理士費用は認めている。特許庁への納付費用は認

めていない。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・特許出願単独の支援制度は設けていない。 

・研究開発補助金の補助対象経費として弁理士費用は認めている。特許庁への納付費用は認

めていない。 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－34．広島県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定の予定なし。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人ひろしま産業振興機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として、弁理士費用が認められているものもある。出願

費用は対象外。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－35．山口県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定方針も含め全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人やまぐち産業振興財団 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度なし。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－36．徳島県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人とくしま産業振興機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・平成17年度より、県が認定した企業に対し県が２／３を補助する。開発費を合わせて上限

10百万円。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・県単独のプロジェクトあり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・上記（３）②の事業により、県が認定した企業に対し、弁理士費用、翻訳料、出願料など

を県が２／３を補助する。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・特許製品に限らず、県が認定した企業の製品を優先的に調達する。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－37．香川県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催 等に取り組んでいる。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人かがわ産業支援財団。 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・平成１５年度から５年間、香川大学の寄付研究部門を設置し、研究者を招致するなど県予

算拠出実績あり。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度を設けていない。 

・研究開発補助金の対象経費に含め資金助成している（事業化促進研究開発助成事業等２補

助制度）。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・県単独補助制度（先端技術産業創出・集積促進支援事業（平成１７年度から創設）、研究

開発型・提案型起業転換支援事業） 

・かがわ産業支援財団独自補助制度（創業ベンチャー・スタートアップ支援事業、事業化促

進研究開発助成事業、産学官共同研究開発事業、芦原研究開発助成事業） 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・平成１７年度から地域企業新製品販売力強化（試験発注）事業の創設（県への納入実績を

アピールすることで中小企業の営業支援となるもの）。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－38．愛媛県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・愛媛県 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１１年度より、アクティブベンチャー支援事業ならびにミニ・アクティブベンチャー

支援事業。大学発起業化シーズ発掘事業、地域ミニ・コンソーシアム実用化研究開発事業 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－39．高知県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年度に庁内で勉強会を開始予定。 

・平成１８年度策定を目標にしているが、詳細は未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。③

地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人高知県産業振興センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。（商工振興課） 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１７年度より新技術開発を目指す企業を採点し、一定点数以上の企業（やる気のある

企業）を対象とした補助金制度を新設。（商工振興課） 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・庁内で検討中であるが、具体的には決まっていない。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－40．福岡県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１５年３月１１日、「福岡県農産物知的財産戦略」策定 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催、アドバイザー訪問 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は

整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人福岡県産業・科学技術振興財団（ふくおかアイスト） 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・検討中。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－41．佐賀県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年４月公表予定。「佐賀県知的財産戦略 第Ⅰ期 佐賀県有知財管理運用指針及

び行動計画」 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人佐賀県地域産業支援センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・あり。「佐賀県科学技術研究委員事業」 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・産学連携事業の補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１６年度まで、情報化、高齢化、環境対応、のテーマに絞った「佐賀県新世紀戦略型

技術移転推進プロジェクト」。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・産学連携事業の補助金の資金使途の一部として認めている。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・平成１５年から、「トライアル発注制度」。これまで２２件の実績がある。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－42．長崎県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年３月末に公表。「長崎県知的財産戦略」。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものは現在はないが、整備を検討中。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・長崎県産学官連携推進機構 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度なし。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・平成１７年度から支援を実施。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

・平成１７年度から「製品化」の支援は実施する。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－43．熊本県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・県の産業支援課 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・平成１７年度より、緊急中小企業技術向上元気づくり支援事業 等 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・研究開発補助金の資金使途の一部として認めている。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－44．大分県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・平成１７年度中に発表を目標に、平成１７年度に策定予定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・工業団体連合会（任意団体）、県の商工労働部産業技術開発室 等 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・任期付き研究員の受け入れ実績あり。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・平成１６年度より、特許取得奨励事業として特許チャレンジコンテストを実施。賞金の資

金使途には関与しない。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度あり。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・平成１６年度より、特許取得奨励事業として特許チャレンジコンテストを実施。賞金の資

金使途には関与しない。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・検討の動きはあるが、実現していない。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－45．宮崎県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・現在策定中。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人宮崎県産業支援財団 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・特許出願単独の支援制度はない。 

・県と企業の共同研究の結果、共同出願する場合の費用を従来の全額企業負担から、平成１

７年度は県の持分を県が負担する。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・中小企業経営基盤強化対策事業、産学公連携新技術実用化共同研究推進事業、みやざき産

業クラスター形成促進事業、環境リサイクル技術開発支援事業。いずれも財団法人宮崎県産

業支援財団。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－46．鹿児島県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・相談窓口、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・財団法人かごしま産業支援センター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・制度なし。 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

・県内の中小企業が開発した製品等について、県の機関が試験的に発注する制度（いわゆる

トライアル発注制度）を１７年度から実施することとしているが、特許製品に特定した制度

はない。 

 
（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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１－47．沖縄県 

 

（１）基本計画の策定 

 

・策定するかどうかも含めて、全て未定。 

 

 

（２）規定・制度の整備 

 

①地域全体の知財分析が可能なデータベース 

・一元化されたものはない。大学や公設試がそれぞれで開示している。 

②地域の中小企業に対する知財マネジメント支援 

・窓口相談、セミナー開催 等に取り組んでいる。その他の特別な制度は整備していない。 

③地域の産学連携において中核を担う機関 

・沖縄県産業振興公社、南西地域産業活性化センター、㈱トロピカルテクノセンター 

 

 

（３）財政支援措置の導入 

 

①研究者個人に対する選択的な財政支援 

・制度なし。 

②中小企業の特許出願に対する資金助成 

・制度なし。 

③地域独自の競争的研究資金制度 

・沖縄県地場産業振興事業費補助金 

 

 

（４）国際特許の出願支援 

 

・制度なし。 

 

 

（５）特許製品の優先調達 

 

・制度なし。 

 

（出典）ヒヤリングに基づき日本総合研究所が作成 
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２．地域の知財関連施策の導入状況 

 

前項のヒヤリング結果をもとに、注目すべき動向として「基本計画の策定」「地域全体

の知財分析が可能なデータベース」「研究者個人に対する選択的な財政支援」「特許製品

の優先調達」の４つを取り上げ、「各都道府県の知財関連施策の導入状況」を一覧表の形

で比較した（図表１）。主なポイントをまとめると、次のようになる。 

 

ａ．基本計画の策定

 

①「基本計画」については、北海道、秋田、福島、茨城、埼玉、東京、福井、愛知、大阪、

島根、福岡、佐賀、長崎の13都道府県が、既に策定済みである。 

 

②また、栃木、群馬、千葉、新潟、長野、宮崎の6県が、現在、策定に取り組んでいる。 

 

③加えて、山形、神奈川、石川、三重、滋賀、鳥取、高知、大分の8県が、検討中または

今後検討を予定している。 

 

④これらを合計すると、「基本計画を策定済み」「基本計画を策定中」「基本計画を策定

予定」の地域は27都道府県となり、全体の57％に達することになる。 

 

ｂ．地域全体の知財分析が可能なデータベース

 

①「地域全体の知財分析が可能なデータベース」については、埼玉、千葉、富山の３県が

「導入済み、または一部導入」と回答している。 

 

②具体的には、埼玉県では「大学のシーズ」などをまとめたデータベースが作成されてい

る。 

 

③同様に、千葉県においても、数年前に、研究シーズとしての「大学の研究テーマ」に関

する取りまとめが行われている。 

 

④富山県においては、外部からアクセスできないものもあるが、「一括管理」の取り組み

が進められている。 

 

⑤上記に加え、秋田県が「検討中」、青森、京都、長崎の3府県が「今後検討」と回答し

ている。 

 

ｃ．研究者個人に対する選択的な財政支援

 

①「研究者個人に対する選択的な財政支援」については、北海道、及び群馬、神奈川、兵

庫、香川、佐賀、大分の6県が、「導入済み、または一部導入」と回答している。 
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②具体的には、北海道では、「若手研究者の研究開発支援事業」が導入されている。 

 

③群馬県では、試験研究機関における「任期付き研究者採用」が行われている。同様に、

大分県でも、任期付き研究員制度が導入されている。 

 

④一方、神奈川県では、研究プロジェクトなどの研究活動支援の一環として位置付けられ

ている。兵庫県、香川県、佐賀県の場合も、同様なアプローチであるものと推定される。 

 

⑤加えて、島根、岡山の2県において、「類似の施策」が導入されていることが確認でき

る。 

 

ｄ．地域独自の競争的研究資金制度 

 

①「地域独自の競争的研究資金制度」については、39都道府県が「導入済み、または一部

導入」、3県が「類似施策で運用中、または導入予定」と回答している。 

 

②これらを合計すると、「導入済み、または一部導入」「類似施策で運用中、または導入

予定」の地域は42都道府県となり、全体の89％に達する。 

 

③約９割の都道府県が、何らかの形で「地域独自の競争的研究資金制度」の活用を図って

いることが確認できる。 

 

ｅ．特許製品の優先調達

 

①「特許製品の優先調達」については、群馬、岐阜、愛知の3県が、「導入済み、または

一部導入」と回答している。 

 

②具体的には、群馬県では、「“１社１技術”認定制度」として、「県が製品を買い上げ、

モニタリングを行い、企業に結果をフィードバックする」取り組みが行われている。 

 

③岐阜県では、「発明品等試用支援事業」が導入されている。 

 

④愛知県では、「知的財産活用成功企業づくりモデル事業」が導入されている。 

 

⑤また、福島、埼玉、島根、徳島、香川、佐賀の6県が「類似施策で運用中、または導入

予定」と回答している。 

 

⑥さらに、東京都、及び神奈川、富山、石川、滋賀、和歌山、高知、福岡、大分、鹿児島

の9県が「検討中、または今後検討」と回答している。 
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⑦2004年11月10日に通知された「地方自治法の一部の改正する法律等の施行について（総

務省自治行政局長）」を受けて、各都道府県において「“地域の特許製品”などの優先

調達」を検討する動きが拡大していることが分かる（該当条文は以下の通り）。 

 

注）該当条文の抜粋； 

・5 随意契約の方法により契約を締結することができる場合の見直し関係（令第167条の2第 1

項関係） 

・(1)随意契約の方法により契約を締結することができる場合として、次に掲げる事項が規定され

たこと。 

・②新商品の生産により新たな事業分野の開拓を図る者として総務省令で定めるところにより普

通地方公共団体の長の認定を受けた者が新商品として生産する物品を、普通地方公共団体の規則

で定める手続きにより、買い入れる契約をするとき（法令第167条の2第1項第4号関係に定め

られた「競争入札に付することが不利と認められるとき」を根拠として適用）。 

 



図表1 都道府県別の“基本計画”と “知財関連施策”の状況 

 

 

地域全体の知財分析
が可能なデータベース

研究者個人に対する
選択的な財政支援

地域独自の競争的研
究資金制度

特許製品の優先調達

北海道 ◎ - ◎ ◎ -

青森 - △ - ◎ -

岩手 - - - ◎ -

宮城 - - - ◎ -

秋田 ◎ △ - ◎ -

山形 △ - - ◎ -

福島 ◎ - - ◎ ○

茨城 ◎ - - ◎ -

栃木 ○ - - ◎ -

群馬 ○ - ◎ ◎ ◎

埼玉 ◎ ◎ - ◎ ○

千葉 ○ ◎ - ◎ -

東京 ◎ - - ◎ △

神奈川 △ - ◎ ◎ △

新潟 ○ - - ◎ -

富山 - ◎ - ◎ △

石川 △ - - ◎ △

福井 ◎ - - ◎ -

山梨 - - - ◎ -

長野 ○ - - - -

岐阜 - - - ◎ ◎

静岡 - - - ○ -

愛知 ◎ - - ◎ ◎

三重 △ - - - -

滋賀 △ - - ◎ △

京都 - △ - ◎ -

大阪 ◎ - - ◎ -

兵庫 - - ◎ ◎ -

奈良 - - - ◎ -

和歌山 - - - ◎ △

鳥取 △ - - ◎ -

島根 ◎ - ○ ○ ○

岡山 - - ○ ◎ -

広島 - - - ◎ -

山口 - - - - -

徳島 - - - ◎ ○

香川 - - ◎ ◎ ○

愛媛 - - - ◎ -

高知 △ - - ◎ △

福岡 ◎ - - ◎ △

佐賀 ◎ - ◎ ◎ ○

長崎 ◎ △ - - -

熊本 - - - ○ -

大分 △ - ◎ ◎ △

宮崎 ○ - - ◎ -

鹿児島 - - - - △

沖縄 - - - ◎ -

都道府県名
基本計画
の

策定状況

知財関連施策の導入状況

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 記号 基本計画の策定状況 知財関連施策の導入状況

◎ 　策定済み 　導入済み または一部導入

○ 　策定中 　類似施策で運用中 または導入予定

△ 　策定予定 　検討中 または今後検討

- 　未定 　未定

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 
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第三章 知財による地域振興のための環境条件 

 

前章で明らかにした「知財関連施策」の“現状”を踏まえた上で、ここでは「知財の活

用による地域振興を考察するために必要となる、残り２つの“現状”」、すなわち「知財

の強み」と「地域振興プロセス」に関する検討を行った。具体的には、「知財の強み」に

ついては「発明者数ランキング」「発明者数の全国割合」「発明者数の伸び」を、「地域

振興プロセス」については「注目の製品市場」「国の資金を用いた研究開発プロジェクト」

を取り上げ、都道府県別の特徴を抽出した。 

なお、本評価は、知財による振興方策を検討する際に必要となる「地域固有の環境条件」

を想定するために行ったもので、各地の現状について絶対的な評価を与えるものではない。

すなわち、評価の項目や条件を変更することで、抽出される「知財の強み」や「注目の製

品市場」などが多様に変化することに、十分留意する必要がある。今回の評価に用いた項

目と条件は、次のようになっている。 

 

ａ．知財の強み

 

「分野別発明者数」に着目し、都道府県毎に「３つの“知財の強み”」を抽出した。 

 

①発明者数ランキング 

1998年～2002年の発明者延べ数をもとに、「ランキングが15位以内」で、かつ「発明

者数が年平均で100名以上」の分野を特定した。 

 

②発明者数の全国割合 

1998年～2002年の発明者延べ数をもとに、「発明者数の割合が全国対比で3％以上」の

分野を特定した。 

 

③発明者数の伸び 

1993年～2002年の推移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に渡り、発明者

数が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年間において、発明者数がか

なりの増加を示している」分野を特定した。 

 

ｂ．注目の製品市場 

 

「分野別製品出荷額」に着目し、経済産業省「工業統計調査」に基づき（産業中分類を

対象）、都道府県毎に「２つの“注目の製品市場”」を抽出した。 

 

①製品出荷額の伸び 

1993年～2002年の製品出荷額の推移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に

渡り、製品出荷額が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年間において、

製品出荷額がかなりの増加を示している」分野を特定した。 

 
58



 

②製品出荷額の全国対比の伸び 

1993年～2002年の製品出荷額の推移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に

渡り、製品出荷額の全国対比が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年

間において、製品出荷額の全国対比がかなりの増加を示している」分野を特定した。 

 

ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 

「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目し、所轄

機関のウェブ公開情報に基づき、都道府県毎に「国の資金を用いた研究開発プロジェクト

への取り組み状況」を分析した。 
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１．環境条件を分析するための仮説 

 

「知財による地域振興を実現するための環境条件」は複雑かつ多様であり、一概に規定

することはできない。そこで本検討では、「地域における“分野別発明者数”」に着目し

た場合、特に重要になると判断された“前述の３つの環境条件”について、以下の仮説に

基づく分析を行った。 

 

ａ．知財の強み

 

①「分野別発明者数」を「地域における“知財の強み”」と捉えた場合、地域が最も競争

力を持つケースが、「対象とする分野における発明者の絶対数が多い」場合になる。 

 

②発明者の絶対数は「地域のニーズとシーズ」を推し量るための指標であり、絶対数が多

いほど、その分野において「発明を使う人」や「発明を生み出す人」が多く活動してい

ることを意味する。 

 

③上記の分野であれば、他の分野と比較し、研究開発にも取り組みやすく、かつ実用化に

成功する確率も高くなる。 

 

④したがって、「発明者数ランキング」に基づく「知財の強み」が抽出された場合、その

分野が、地域として優先すべき第一の分野になる。 

 

⑤次に、第二に重視すべき指標として「発明者数の全国割合」が挙げられる。 

 

⑥発明者の「絶対数」が多くない場合でも、その「全国割合」が高ければ、対象分野の発

明者が地域に集中していることになるので、少なくとも「研究開発段階」においては、

他の地域に対する「競争優位」が働く。 

 

⑦ただし、「実用化段階」においては、域外との連携などの体制整備が必要となるケース

も想定される。 

 

⑧その上で、第三に検討すべき指標が「発明者数の伸び」になる。 

 

⑨「発明者数ランキング」や「発明者数の全国割合」に基づく強みが抽出されない場合、

「地域において“新たに生まれた強み”」に対応するこの指標が重要になる。 

 

⑩ただし、上記分野を対象とする場合、研究開発段階においても域内の人材だけではチー

ムアップが困難な場合も想定されるので、必要に応じ、外部からの人材登用を考慮する

ことが重要になる。 

 

⑪以上の仮説を踏まえ、本検討では「発明者数ランキング」「発明者数の全国割合」及び
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「発明者数の伸び」を指標とし、「地域における“知財の強み”」を抽出した。 

 

ｂ．注目の製品市場

 

①知財の活用を地域振興につなげるためには、地域の主要産業、具体的に「分野別製品出

荷額」に着目した場合は「製品出荷額のより多い分野」において、新製品や新事業の創

出を促進することが、取るべき“第一の選択肢”になる。 

 

②しかしながら、経済産業省「工業統計調査」の産業中分類に基づき、1993年～2002年の

製品出荷額の全国推移を見ると、「石油製品・石炭製品」が漸増していることを除き、

「過去10年間に渡り、製品出荷額が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近

数年間において、製品出荷額がかなりの増加を示している」分野は認められない。 

 

③この意味で、「製品出荷額」に加え、地域毎の「製品出荷額の伸び」に着目し、1993 年

～2002年の製品出荷額の推移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に渡り、製

品出荷額が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年間において、製品出

荷額がかなりの増加を示している」分野を抽出することが、重要なポイントになってく

る。 

 

④上記分野を抽出できれば、「“製品出荷額が伸びている分野”での知財活用に取り組む」

ことが、地域振興を促進するための“第二の選択肢”として浮かび上がってくる。 

 

⑤同様に、「製品出荷額の全国対比の伸び」に着目し、1993年～2002年の製品出荷額の推

移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に渡り、製品出荷額の全国対比が一貫

して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年間において、製品出荷額の全国対比

がかなりの増加を示している」分野を抽出することが、もう一つの重要なポイントにな

る。 

 

⑥上記分野を抽出できれば、「“製品出荷額の全国対比が伸びている分野”での知財活用

に取り組む」ことが、地域振興を促進するための“第三の選択肢”として浮かび上がっ

てくる。 

 

⑦本検討では、上記の内、“第二の選択肢”と“第三の選択肢”に注目し、地域毎の特徴

を分析した。 

 

ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 

①“知財の強み”を活用し、“注目の製品市場”において新たな事業を生み出していくに

は、「必要な資金を確保するための“地域としての力と魅力”」が必要になる。 

 

②前述のように、知財を新製品に結びつけるプロセスには常にリスクが伴う（一定レベル
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以上の資金や人材の投入が必要になる）ことが原因であり、したがって、このリスクを

乗り越えるために、「必要な資金を確保していく“地域としての力と魅力”」が鍵を握

ることになる。 

 

③これらの現状を踏まえ、本検討では「域外からの資金調達力」に注目し、「国の資金を

用いた研究開発プロジェクトの獲得状況」を指標として取り上げることで、“地域とし

ての力と魅力”を比較した。 

 

 上記の仮説を総合し、「４７都道府県の現状」及び「地域毎に見られる特徴」を考察し

た結果を、以下にまとめる。 
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２．特定地域を対象とした分析事例 

 
最初に、「“前項の仮説”に基づく分析内容の詳細」を例示するため、「基本計画を策

定済み、または策定中」である地域の中からランダムに６つの県を選び、各地域に見られ

る「知財による地域振興のための環境条件」を比較してみる。 
 
２．１ 秋田県 

 
 秋田県の「知財の強み」を分析した結果を図表2-1～図表2-3に、「注目の製品市場」

を分析した結果を図表2-4に、「国の資金を用いたプロジェクト」を分析した結果を図表

2-5に、それぞれまとめて示した。 

 これらをもとに、「知財による地域振興を実現するための環境条件」を想定すると、以

下のようになる。 
 
ａ．知財の強み 
 
①「発明者数ランキング」に着目した場合、「知財の強み」となる分野を抽出することは

できない（図表2-1）。 

 

②同様に、「発明者数の全国割合」に着目した場合も、「知財の強み」となる分野を抽出

することはできない（図表2-2）。 

 

③一方、「発明者数の伸び」に着目した場合は、「農水産」「医療機器」「無機化学」「光

学」「電子部品」という5つの分野が「知財の強み」として抽出される（図表2-3-2～図

表2-3-4）。 

 

④これらの結果から、秋田県における「知財の強み」は、合計で5分野となる。 

 

⑤いずれも「発明者の伸び」に基づく「知財の強み」となっている。 

 

⑤1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野において“秋田県の知財”を生

み出した発明者の延べ数」は、それぞれ次のような値に達する（図表2-3-1）。 

 

・農水産；150人 

・医療機器・娯楽；741人 

・無機化学、肥料；188人 

・測定、光学、写真、複写機；381人 

・電気・電子部品、半導体、印刷回路、発電；918人 

 
 
 

 
63



ｂ．注目の製品市場

 
①「製品出荷額の伸び」に着目した場合、「プラスチック製品」「ゴム製品」の2つの分

野が「注目の製品市場」として抽出される（図表2-4-2～図表2-4-3）。 

 

②一方、「製品出荷額の全国割合の伸び」に着目した場合は、「注目の製品市場」に相当

する分野を抽出することはできない（図表2-4-4～図表2-4-5）。 

 

③これらの結果から、秋田県における「注目の製品市場」は、合計で2分野となる。 

 

④いずれも「製品出荷額の伸び」に基づく「注目の製品市場」となっている。 

 

⑤1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野における“秋田県の製品出荷額”

の累計」は、それぞれ次のような値に達する（図表2-4-1）。 

 

・プラスチック製品；173,397 百万円 

・ゴム製品；70,841 百万円 

 
 
ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 
①「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目した場合、

秋田県が獲得した「国の資金を用いた研究開発プロジェクトの数（国の資金提供制度と

して捉えた場合の“プロジェクト枠”の獲得数、１プロジェクト当たりの“資金規模”

や“参加機関数”はケースによりそれぞれ異なる）」の2000 年度～2004 年度の推移は、

次のようになっている（図表2-5）。 

 
・2000年度；3プロジェクト 

・2001年度；2プロジェクト 

・2002年度；2プロジェクト 

・2003年度；4プロジェクト 

・2004年度；3プロジェクト 

 

 

②2000年度～2004年度に秋田県が獲得したプロジェクト枠は、合計で14となる。 

 

③獲得したプロジュクト枠の内容をテーマに基づき推定し、その内容に応じ、先に抽出し

た「秋田県が“知財の強み”を持つ5つの分野」に振り分ける（複数の分野と関わりを

持つプロジェクトは重複してカウント）と、次のような内訳が得られる。 

 

 

 
64



  

・農水産；2プロジェクト（全体の14％） ・農水産；2プロジェクト（全体の14％） 

・医療機器・娯楽；2プロジェクト（全体の14％） ・医療機器・娯楽；2プロジェクト（全体の14％） 

・無機化学、肥料；1プロジェクト（全体の7％） ・無機化学、肥料；1プロジェクト（全体の7％） 

・測定、光学、写真、複写機；5プロジェクト（全体の36％） ・測定、光学、写真、複写機；5プロジェクト（全体の36％） 

・電気・電子部品、半導体、印刷回路、発電；9プロジェクト（全体の64％） ・電気・電子部品、半導体、印刷回路、発電；9プロジェクト（全体の64％） 

・上記以外；2プロジェクト（全体の14％） ・上記以外；2プロジェクト（全体の14％） 
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図表2-1 秋田県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数ランキング(1998年～2002年) 

分野 ランキング 発明者数 分野 ランキング 発明者数

武器 28 3 食料品 43 93

紙 32 18 医薬 43 35

医療機器 33 426 金属加工 43 43

バイオ 33 91 高分子 43 24

電子回路・通信 33 148 石油化学 43 20

有機化学 37 70 エンジン 43 11

鉱業 37 5 分離、混合 44 92

印刷 38 27 機械部品 44 33

無機化学 39 140 家庭用品 45 60

繊維 39 20 運輸 45 36

光学 40 244 建設 45 161

情報記憶装置 40 57 照明 45 34

電子部品 40 563 コンピュータ 45 111

冶金 41 61 包装 46 54

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 42 117 原子力 - -

農水産 43 109 合計 44 2,906

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

図表2-2 秋田県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の全国対比(1998年～2002年) 
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図表2-3-1 秋田県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

農 9 4 7 8 1水産 3 23 13 25 21 27 150

食料品 12 5 17 13 19 16 25 17 6 29 159

家庭用品 10 5 14 8 11 7 15 9 19 10 108

医療機器 38 52 74 74 77 56 95 73 119 83 741

医薬 4 1 2 1 1 0 4 6 16 9 44

分離、混合 5 8 9 12 25 16 7 20 23 26 151

金属加工 11 8 9 11 7 7 5 7 6 18 89

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 9 7 13 15 14 15 11 43 23 25 175

印刷 4 4 3 4 8 0 5 3 15 4 50

運輸 6 1 5 11 8 6 5 9 12 4 67

包装 8 26 14 10 24 14 15 10 10 5 136

無機化学 9 9 5 4 21 8 21 38 33 40 188

有機化学 3 6 6 7 5 23 10 11 12 14 97

高分子 0 0 3 1 1 1 1 4 3 15 29

石油化学 4 2 13 3 6 2 0 6 2 10 48

バイオ 12 26 10 21 27 7 9 27 21 27 187

冶金 9 0 10 3 3 9 3 21 8 20 86

繊維 0 0 1 3 1 1 0 6 9 4 25

紙 2 0 1 0 1 6 7 2 2 1 22

建設 19 22 14 41 10 19 31 44 31 36 267

鉱業 0 3 10 3 0 2 1 0 2 0 21

エンジン 2 2 1 6 0 3 1 2 4 1 22

機械部品 1 1 3 1 5 9 4 8 6 6 44

照明 3 3 5 12 4 11 6 4 8 5 61

武器 0 1 2 0 0 0 1 2 0 0 6

光学 25 20 44 20 28 20 42 32 81 69 381

コンピュータ 7 7 6 10 16 5 14 28 46 18 157

情報記憶装置 6 3 8 3 25 8 9 15 11 14 102

原子力 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

電子部品 65 56 63 61 99 81 146 115 122 918

電子回路・通信 7 14 10 18 22 43 24 27 19 35 219
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図表2-3-2 秋田県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表2-3-3 秋田県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表2-3-4 秋田県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表2-4-1 秋田県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

食料品 97,884 99,777 96,468 95,793 97,674 108,443 102,343 103,333 102,214 95,497 999,426

飲料・たばこ・飼料 53,488 54,700 55,087 55,268 ,536 51,773 48,567 46,076 44,704 41,480 505,679

繊維工業品 23,226 5,283 4,156 5,372 5,142 4,511 4,027 4,321 3,926 27 59,991

衣服・その他の繊維製品 79,844 91,911 81,839 77,992 77,782 68,151 68,399 65,821 60,333 22,076 694,148

木材・木製品 142,518 138,341 131,610 125,554 32,515 97,568 96,354 93,520 82,333 74,647 1,114,960

家具・装備品 15,626 16,882 17,559 19,344 ,238 17,838 16,785 14,252 11,987 11,844 160,355

パルプ・紙・紙加工品 38,877 40,185 50,191 48,297 9,490 36,765 38,942 42,592 36,336 37,451 419,126
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化学工業 47,138 38,607 36,341 37,228 36,298 36,356 32,453 36,047 36,893 33,567 370,928

石油製品・石炭製品 14,210 19,162 20,757 22,258 8,106 6,222 6,630 6,480 5,805 7,357 126,987

プラスチック製品 13,942 15,717 16,534 17,258 ,803 19,118 19,833 16,401 17,011 19,780 173,397

ゴム製品 5,760 5,769 6,449 5,859 6,535 8,307 7,762 8,064 7,631 8,705 70,841

なめし革・同製品・毛皮 14,288 12,621 13,387 12,716 12,494 12,255 11,341 6,732 6,117 2,074 104,025

窯業・土石製品 60,500 59,940 63,991 66,105 63,873 61,260 59,212 60,173 52,868 50,400 598,322

鉄鋼 19,527 19,231 20,132 16,732 ,420 19,415 18,768 20,653 20,431 17,792 191,101
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（出典）経済産業省「工業統計調査」をもとに日本総合研究所が編集 
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図表2-4-2 秋田県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表2-4-3 秋田県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表2-4-4 秋田県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 

 
食料品

0.

0.45

 74

37

0.38

0.39

0.40

0.41

0.42

0.43

440.

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

飲料・たばこ・飼料

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

繊維工業品

0.

0.

0.

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

 

 

 

 

 

00

0.05

10

0.15

0.20

0.25

0.30

35

0.40
衣服・その他の繊維製品

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

木材・木製品

3.

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

 

 

 

 

 

 

2.60

2.70

2.80

2.90

3.00

3.10

20

3.30
家具・装備品

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

パルプ・紙・紙加工品

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

 

 

 

 

 

 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70
出版・印刷・同関連品

0.22

0.23

0.24

0.25

0.26

0.27

0.28

0.29

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

化学工業

0.

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

 

 

 

 

 

 

0.00

05

0.10

0.15

0.20

0.25
石油製品・石炭製品

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

プラスチック製品

0.00

0.05

0.10

0.

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

 

 

 

 

 

 

 ゴム製品

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

出
荷
額
/
全
国
出
荷
額

0.20

25

 
0.15 



図表2-4-5 秋田県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表2-5  秋田県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
半導体検査用超高速データフロー
型
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画像処理システムの研究開発 
株式会社大洋製
作所 

JST 独創モデル化 液晶セル解析装置の開発 秋田大学、企業 2000 

JST 独創モデル化 
三 元動物細胞モジュール構築法
の 発 

秋田大学、企業 

 

 

 

次
開

経済産業省
中小企業枠 即効型地
域新生コンソーシアム研
究開発事業 

コ ポジット電極による深穴放電加
工 術の確立および装置開発 

（財）本荘由利産
業科学技術振興
財団、秋田県立
大学、企業 

 

 

ン
技

2001 

JST 委託開発事業 超 密薄膜チップ抵抗器 
秋田県高度技術
研究所 

 

 

 

精

経済産業省 創造技術研究開発事業 
超 速高解像度外観検査機におけ
るパターン検査プロセッサの研究開
発

インスペック株式
会社 

 

高

 
2002 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
次世代加工プロセスを用いた工具
な びに製造装置の開発 

協和精工株式会
社 

 

 

ら

経済産業省
地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

テーラーメイド医療向け臨床 DNA チ
ップの製造技術開発 

岩手大学、秋田
県立大学等の大
学、企業、秋田
県工業技術セン
ター 

経済産業省 創造技術研究開発事業 高 高精度 AOI の研究開発 
インスペック株式
会社 

 

 

 

 

速

NEDO 産業技術研究助成事業 
高感度・高空間分解能ＭＩ効果型高
周 磁界検出素子の開発 

秋田県高度技術
研究所 波

2003 

文部科学省
都市エリア産学官連携
促進事業 

秋田スギが持つ多様な可能性の新
発 及び産業連携基盤の確立 

（財）秋田県木材
加工推進機構、
秋田県立大学等
の大学、県工業
技術センター、
県森林技術セン
ター 

見

経済産業省
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

高速ナノ・スキャニングステージの
開発 

秋田県高度技術
研究所、企業、
秋田大学等大学 

経済産業省 産業クラスター計画 
情報・生命・未来型ものづくり産業プ
ロジェクト 

情報・健康・もの
づくり分野約２３
０社･２１大学 

2004 

経済産業省 産業クラスター計画 
環境型社会対応産業振興プロジェ
ク

環境・エネルギ
ー分野約２８０
社・２０大学 

ト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）各種公開データをもとに日本総合研究所が作成 



２．２ 福島県 

 
 福島県の「知財の強み」を分析した結果を図表3-1～図表3-3に、「注目の製品市場」

を分析した結果を図表3-4に、「国の資金を用いたプロジェクト」を分析した結果を図表

3-5に、それぞれまとめて示した。 

 これらをもとに、「知財による地域振興を実現するための環境条件」を想定すると、以

下のようになる。 
 
ａ．知財の強み 
 
①「発明者数ランキング」に着目した場合、「電子回路・通信（15位）」という分野が「知

財の強み」として抽出される（図表3-1）。 

 

②これに対し、「発明者数の全国割合」に着目した場合は、「知財の強み」となる分野を

抽出することはできない（図表3-2）。 

 

③一方、「発明者数の伸び」に着目した場合は、「光学」という分野が「知財の強み」と

して抽出される（図表3-3-2～図表3-3-4）。 

 

④これらの結果から、福島県における「知財の強み」は、合計で2分野となる。 

 

⑤「発明者数ランキング」に基づく「知財の強み」が1つ、「発明者の伸び」に基づく「知

財の強み」が1つ、という構成になっている。 

 

⑥1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野において“福島県の知財”を生

み出した発明者の延べ数」は、それぞれ次のような値に達する（図表3-3-1）。 

 

・電子回路・通信技術；1,633人 

・測定、光学、写真、複写機；1,003人 

 
 
ｂ．注目の製品市場

 
①「製品出荷額の伸び」に着目した場合、「飲料・たばこ・飼料」「パルプ・紙・紙加工

品」「化学工業」「プラスチック製品」の4分野が、「注目の製品市場」として抽出さ

れる（図表3-4-2～図表3-4-3）。 

 

②一方、「製品出荷額の全国対比の伸び」に着目した場合は、「家具・装備品」「パルプ・

紙・紙加工品」「化学工業」「プラスチック製品」「ゴム製品」「窯業・土石製品」の6

分野が、「注目の製品市場」として抽出される（図表3-4-4～図表3-4-5）。 
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③これらの結果から、福島県における「注目の製品市場」は、合計で7分野となる。 

 

④「製品出荷額の伸び」の基づく「注目の製品市場」が4つ、「製品出荷額の全国割合の

伸び」に基づく「注目の製品市場」が6つ、その内の3分野が重複、という構成となっ

ている。 

 

⑤「製品出荷額の伸び」及び「製品出荷額の全国割合の伸び」のいずれの面からも「注目

すべき製品市場」が、「パルプ・紙・紙加工品」「化学工業」「プラスチック製品」の3

分野となっている。 

 

⑥1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野における“福島県の製品出荷額”

の累計」は、それぞれ次のような値に達する（図表3-4-1）。 

 

・飲料・たばこ・飼料；4,526,509 百万円 

・家具・装備品；603,898 百万円 

・パルプ・紙・紙加工品；1,236,725 百万円 

・化学工業；4,623,854 百万円 

・プラスチック製品；1,861,996 百万円 

・ゴム製品；1,215,854 百万円 

・窯業・土石製品；2,185,971 百万円 

 

 
ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 
①「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目した場合、

福島県が獲得した「国の資金を用いた研究開発プロジェクトの数（国の資金提供制度と

して捉えた場合の“プロジェクト枠”の獲得数、１プロジェクト当たりの“資金規模”

や“参加機関数”はケースによりそれぞれ異なる）」の2000 年度～2004 年度の推移は、

次のようになっている（図表3-5）。 

 
・2000年度；1プロジェクト 

・2001年度；5プロジェクト 

・2002年度；8プロジェクト 

・2003年度；2プロジェクト 

・2004年度；8プロジェクト 

 

 

②2000年度～2004年度に福島県が獲得したプロジェクト枠は、合計で24となる。 

 

③獲得したプロジュクト枠の内容をテーマに基づき推定し、その内容に応じ、先に抽出し

た「福島県が“知財の強み”を持つ2つの分野」に振り分ける（複数の分野と関わりを
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持つプロジェクトは重複してカウント）と、次のような内訳が得られる。 

 

 

・電子回路・通信技術；0プロジェクト（全体の0％） 

・測定、光学、写真、複写機；2プロジェクト（全体の8％） 

・上記以外；22プロジェクト（全体の92％） 
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図表3-1 福島県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数ランキング(1998年～2002年) 

分野 ランキング 発明者数 分野 ランキング 発明者数

0.3%0.3%
0.2%0.2%0.2%
0.2%0.4% 0.8%
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有機化学

高分子
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バイオ冶金
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紙

建設

鉱業
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機械部品

照明

武器

光学

コンピュータ

情報記憶装置

原子力

電子部品
電子回路・通信

武 8 5 繊 3 116器 1 維 0

原子力 15 28 エンジン 30 111

電子回路・通信 15 822 運輸 31 155

電子部品 21 2,379 照明 31 187

機械部品 22 460 包装 32 283

無機化学 23 597 建設 33 387

情報記憶装置 23 282 医薬 34 92

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 24 896 分離、混合 34 253

冶金 26 347 コンピュータ 34 285

金属加工 27 368 家庭用品 35 156

有機化学 27 341 光学 35 610

印刷 28 139 医療機器 36 323

高分子 28 318 農水産 38 152

紙 29 27 バイオ 39 62

鉱業 29 21 食料品 44 88

石油化学 30 161 合計 30 10,497

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 

図表3-2 福島県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の全国対比(1998年～2002年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表3-3-1 福島県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

農水産 31 34 37 22 31 24 40 33 32 23 307

食料品 17 33 20 13 15 23 6 19 17 23 186

家庭用品 19 27 33 40 37 27 40 31 37 21 312

医療機器 74 102 85 115 107 86 56 47 75 59 806

医薬 49 48 15 26 42 12 14 10 14 277

分離、混合 39 19 14 44 28 31 54 67 60 41 397

金属加工 37 90 143 129 53 74 46 80 99 69 820

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 174 234 205 299 181 247 255 145 154 95 1,989

印刷 21 30 37 21 32 27 24 38 18 263

運輸 65 88 52 41 81 39 11 12 12 447

包装 36 99 68 75 62 70 53 42 56 639

無機化学 151 131 100 96 120 117 147 133 80 1,145

有機化学 133 85 88 113 51 71 106 48 65 837

高分子 45 39 56 100 74 62 53 83 46 646

石油化学 36 19 34 41 31 40 25 42 23 313

バイオ 8 8 22 24 28 9 11 27 9 6 152

冶金 42 66 80 40 82 39 70 53 103 609

繊維 36 34 23 23 18 32 14 31 21 268

紙 2 5 1 0 4 3 3 2 12 7 39

建設 53 47 75 109 9 58 65 72 106 86 730

鉱業 0 5 3 3 0 6 5 3 6 1 32

エンジン 10 9 11 10 13 18 13 18 45 17 164

機械部品 32 66 88 97 113 99 65 104 79 830

照明 18 22 64 40 41 41 39 34 32 371

武器 17 30 7 8 9 18 13 3 8 126

光学 67 81 59 91 113 112 145 118 122 1,003

コンピュータ 41 36 41 37 47 57 59 77 45 473

情報記憶装置 107 123 113 66 67 58 59 44 54 747

原子力 0 2 4 2 1 3 13 1 3 8 37

電子部品 363 460 470 602 514 496 449 509 427 498 4,788

電子回路・通信 210 105 136 188 172 146 147 167 202 160 1,633
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（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表3-3-2 福島県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 

 

農水産

0

10

20

30

40

50

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

食料品

0

5

10

15

20

25

30

35

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

家庭用品

0

10

20

30

40

50

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

医療機器

0

20

40

60

80

100

120

140

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年
発
明
者
数

医薬

0

10

20

30

40

50

60

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

分離、混合

0

10

20

30

40

50
60

70

80

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

金属加工

0

20

40

60

80

100

120

140

160

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工

0

50

100

150

200

250

300

350

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

印刷

0

5

10

15

20

25
30

35

40

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

運輸

0

20

40

60

80

100

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

包装

0

20

40

60

80

100

120

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

度

発
明
者
数

無機化学

0

20
40

60

80

100

120

140

160

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

年

発
明
者
数

 82



図表3-3-3 福島県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表3-3-4 福島県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表3-4-1 福島県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

食料品 297,538 290,776 301,185 299,680 301,543 304,349 301,904 294,678 299,727 279,420 2,970,800

飲料・たばこ・飼料 390,140 394,861 384,365 386,307 459,155 468,865 527,859 569,587 479,173 466,197 4,526,509

繊維工業品 80,160 24,820 21,525 20,796 17,214 13,749 12,294 10,012 8,706 3,380 212,656

衣服・その他の繊維製品 122,736 158,448 150,079 137,406 134,865 124,679 108,317 88,967 81,702 28,796 1,135,995

木材・木製品 106,536 96,191 89,988 93,699 92,431 76,006 75,020 65,493 63,588 50,991 809,943

家具・装備品 60,343 62,579 64,693 70,513 67,680 56,637 51,721 60,602 56,632 52,498 603,898

パルプ・紙・紙加工品 110,625 100,131 107,490 114,870 126,714 122,569 138,501 143,291 138,238 134,296 1,236,725

出版・印刷・同関連品 69,661 72,611 80,103 80,504 81,443 77,792 74,502 88,075 90,038 62,459 777,188

化学工業 400,652 400,987 408,746 448,964 466,436 495,431 476,222 494,166 517,165 515,085 4,623,854

石油製品・石炭製品 32,993 35,450 37,036 31,248 18,135 16,910 15,987 16,822 16,662 16,402 237,645

プラスチック製品 158,035 162,163 180,235 183,908 197,431 183,275 194,224 216,540 197,312 188,873 1,861,996

ゴム製品 109,988 103,388 122,621 131,733 136,706 127,458 124,209 121,584 121,587 116,580 1,215,854

なめし革・同製品・毛皮 23,031 21,462 20,139 20,805 20,398 17,899 16,600 15,463 15,817 11,107 182,721

窯業・土石製品 215,879 215,115 218,966 227,093 229,017 222,234 219,349 227,690 215,267 195,361 2,185,971

鉄鋼 69,432 64,672 68,837 66,914 73,551 69,700 57,862 57,073 55,325 49,217 632,583

非鉄金属 106,907 109,733 129,205 133,858 157,757 144,525 146,273 152,479 136,162 112,171 1,329,070

金属製品 251,714 224,435 232,997 235,929 257,138 237,098 223,783 232,035 216,480 195,302 2,306,911

一般機械器具 253,897 245,648 251,113 253,978 281,653 281,743 232,935 306,865 286,524 213,297 2,607,653

電気機械器具 1,555,781 1,623,942 1,792,184 2,148,111 2,269,240 1,997,693 1,956,007 2,031,344 1,846,847 311,458 17,532,607

輸送用機械器具 197,332 259,506 333,646 301,972 322,814 299,150 261,949 339,315 363,056 354,173 3,032,913

精密機械器具 152,946 140,991 143,887 145,177 149,666 146,295 128,283 133,918 128,135 124,558 1,393,856

その他 40,530 44,335 47,801 44,063 45,720 46,803 45,883 42,715 39,247 47,043 444,140

分野

製造出荷額（百万円）

年
合計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）経済産業省「工業統計調査」をもとに日本総合研究所が編集 
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図表3-4-2 福島県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表3-4-3 福島県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表3-4-4 福島県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表3-4-5 福島県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表3-5-1  福島県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

2000 経済産業省 創造技術研究開発事業
極薄ニオブ酸単結晶ポリッシュウエ
ハーの開発 

江東クリスタル
株式会社 

経済産業省 創造技術研究開発事業
自動まな板削り器を搭載したサービ
スカーの開発 

株式会社コスモ
テック 

経済産業省 
即効型新規産業創造技
術研究開発事業 

業務用 Web アプリケーション開発者
向けプログラム自動再生ツール 

株式会社ティー
アンドエフカンパ
ニー 

経済産業省 
即効型新規産業創造技
術研究開発事業 

自
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治体共同利用型ポータルセンター
シ テムの開発 

エー・アンド・ア
イ システム株式
会社 

ス

経済産業省 
即効型新規産業創造技
術研究開発事業 

PE ボトルリサイクル材を活用して
家電・OA 機器製品の実用化システ
ムの構築 

東北ムネカタ株
式会社 

 

T

2001 

経済産業省 
地域創造技術研究開発
事業 

電 マイクロアクチュエータの開発 
有限会社ピーア
ンドエム 

 

 

 

 

動

経済産業省 
地域新生コンソーシア
ム研究開発事業 

高 者痴呆の早期診断と治療を普
及 せる評価ＷＥＢシステムの開発
事業 

株式会社会津リ
エゾンオフィス等
の企業、福島県
立会津大学 

 

齢
さ

経済産業省 
中小企業地域新生コン
ソーシアム研究開発事
業 

在 介護支援用セキュアーモニタリ
ン ネットワーク技術の開発 

株式会社会津リ
エゾンオフィス等
の企業、福島県
立会津大学 

 

 

 

宅
グ

経済産業省 
地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

新 測定法を用いたＨＬＡ/ＨＰＡ遺
伝 型判定方法の開発 

株式会社ゲノム
サイエンス研究
所 

 

 

 

規
子

経済産業省 
地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

半 体結晶、工学レンズ等の精密
表 再生技術の開発 

アサカ理研工業
株式会社 

 

 

導
面

経済産業省 
地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

希 化学廃棄物の回収新技術とＰＲ
ＴＲ 対応との統合によるリサイクル
の 立 

日本化成株式会
社 

 

 

薄
法
確

経済産業省 
地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

マグネシウム製品の複合成形技術
の

株式会社日立金
属エム・ピーエフ 

 

開発 

経済産業省 創造技術研究開発事業
超臨界二酸化炭素を利用した高転
写 出成形法の開発 

東北ムネカタ株
式会社 射

2002 

文部科学省 
産学官共同研究の効果
的な推進 

ハ ティック技術による次世代型外
科 術支援・医療診断装置の開発 

日本大学・会津
大学等の大学、
福島県ハテクプ
ラザ、福島県産
業 振 興 セ ン タ
ー、企業 

 

 

 

 

 

 

 

プ
手

 

 

 

 

 
（出典）各種公開データをもとに日本総合研究所が作成 

 



図表3-5-2  福島県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

経済産業省 
地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

無触媒式水素製造プロセスの開
発 

日化新菱株式会
社 

2003 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
高光沢、高不透明度の塗工顔料
の量産化に関する研究 

株式会社ファイ
マテック 

経済産業省 
地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

廃発砲ポリスチレン溶液を結合材
とした高耐久性複合建材の開発 

日本大学、小澤
工業株式会社、
東北交易株式会
社他企業 

経済産業省 
地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

高効率鋳造が可能なマグネシウ
ム合金素材の連続製造装置の開
発 

福島製鋼株式会
社 

経済産業省 
地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

羽毛寝具リサイクル品からの化粧
品原料製造に関する実用化研究 

東洋羽毛工業株
式会社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 液晶用バックライトに関する研究 
株式会社東北電
子 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
大型射出成形品での圧縮技術を
用いた製品高光沢化に関する研
究 

ムネカタ株式会
社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
糖尿病発症に関連するリスクファ
クターSNPｓの遺伝子型判定方法
の開発 

株式会社ゲノム
サイエンス研究
所 

経済産業省 産業クラスター計画 
情報・生命・未来型ものづくり産業
プロジェクト 

情報・健康・もの
づくり分野  約
２３０社･２１大学 

2004 

経済産業省 産業クラスター計画 
環境型社会対応産業振興プロジェ
クト 

環境・エネルギ
ー分野約２８０
社・２０大学 
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２．３ 栃木県 

 
 栃木県の「知財の強み」を分析した結果を図表4-1～図表4-3に、「注目の製品市場」

を分析した結果を図表4-4に、「国の資金を用いたプロジェクト」を分析した結果を図表

4-5に、それぞれまとめて示した。 

 これらをもとに、「知財による地域振興を実現するための環境条件」を想定すると、以

下のようになる。 
 
ａ．知財の強み 
 
①「発明者数ランキング」に着目した場合、「照明（8位）」「医療機器（9位）」「エン

ジン（10位）」「医薬（12位）」「運輸（12位）」「機械部品（12位）」「家庭用品

（14位）」「石油化学（14位）」「食料品（15位）」「情報記憶装置（15位）」とい

う10の分野が「知財の強み」として抽出される（図表4-1）。 

 

②また、「発明者数の全国割合」に着目した場合は、「紙」という分野が「知財の強み」

として抽出される（図表4-2）。 

 

③一方、「発明者数の伸び」に着目した場合は、「照明」という分野が「知財の強み」と

して抽出される（図表4-3-2～図表4-3-4）。 

 

④これらの結果から、栃木県における「知財の強み」は、合計で11分野となる。 

 

⑤「発明者数ランキング」に基づく「知財の強み」が10、「発明者数の全国割合」に基づ

く強みが1、「発明者の伸び」に基づく「知財の強み」が1、という構成になっている。 

 

⑥この内、「発明者数ランキング」及び「発明者数の伸び」の二つの面から「注目すべき

知財の強み」が、「照明」という分野になる。 

 

⑦1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野において“栃木県の知財”を生

み出した発明者の延べ数」は、それぞれ次のような値に達する（図表4-3-1）。 

 

・照明、加熱；5,433人 

・医療機器・娯楽；8,752人 

・エンジン、ポンプ、工学一般；2,803人 

・医薬品；2,301人 

・車両、鉄道、船舶、飛行機；2,772人 

・機械要素；2,507人 
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・個人・家庭用品；1,473人 

・洗剤、応用組成物、染料、石油化学；2,205人 

・食料品；1,089人 

・表示、音響、情報記録；4,178人 

・紙；470人 

 
 
ｂ．注目の製品市場

 
①「製品出荷額の伸び」に着目した場合、「飲料・たばこ・飼料」「化学工業」「ゴム製

品」の3分野が、「注目の製品市場」として抽出される（図表4-4-2～図表4-4-3）。 

 

②一方、「製品出荷額の全国対比の伸び」に着目した場合は、「ゴム製品」という分野が、

「注目の製品市場」として抽出される（図表4-4-4～図表4-4-5）。 

 

③これらの結果から、栃木県における「注目の製品市場」は、合計で3分野となる。 

 

④「製品出荷額の伸び」に基づく「注目の製品市場」が3つ、「製品出荷額の全国割合の

伸び」に基づく「注目の製品市場」が1つ、その内の1分野が重複、という構成となっ

ている。 

 

⑤「製品出荷額の伸び」及び「製品出荷額の全国割合の伸び」のいずれの面からも「注目

すべき製品市場」が、「ゴム製品」という分野になっている。 

 

⑥1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野における“栃木県の製品出荷額”

の累計」は、それぞれ次のような値に達する（図表4-4-1）。 

 

・飲料・たばこ・飼料；5,294,195 百万円 

・化学工業；4,500,281 百万円 

・ゴム製品；1,481,425 百万円 

 

 
ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 
①「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目した場合、

栃木県が獲得した「国の資金を用いた研究開発プロジェクトの数（国の資金提供制度と

して捉えた場合の“プロジェクト枠”の獲得数、１プロジェクト当たりの“資金規模”

や“参加機関数”はケースによりそれぞれ異なる）」の2000 年度～2004 年度の推移は、

次のようになっている（図表4-5）。 
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・2000年度；1プロジェクト 

・2001年度；1プロジェクト 

・2002年度；1プロジェクト 

・2003年度；3プロジェクト 

・2004年度；3プロジェクト 

 

 

②2000年度～2004年度に栃木県が獲得したプロジェクト枠は、合計で9となる。 

 

③獲得したプロジュクト枠の内容をテーマに基づき推定し、その内容に応じ、先に抽出し

た「栃木県が“知財の強み”を持つ11つの分野」に振り分ける（複数の分野と関わりを

持つプロジェクトは重複してカウント）と、次のような内訳が得られる。 

 

 

・照明、加熱；0プロジェクト（全体の0％） 

・医療機器・娯楽；0プロジェクト（全体の0％） 

・エンジン、ポンプ、工学一般；0プロジェクト（全体の0％） 

・医薬品；0プロジェクト（全体の0％） 

・車両、鉄道、船舶、飛行機；0プロジェクト（全体の0％） 

・機械要素；2プロジェクト（全体の22％） 

・個人・家庭用品；0プロジェクト（全体の0％） 

・洗剤、応用組成物、染料、石油化学；0プロジェクト（全体の0％） 

・食料品；0プロジェクト（全体の0％） 

・表示、音響、情報記録；1プロジェクト（全体の11％） 

・紙；1プロジェクト（全体の11％） 

・上記以外；5プロジェクト（全体の56％） 
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図表4-1 栃木県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数ランキング(1998年～2002年) 

分野 ランキング 発明者数 分野 ランキング 発明者数
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0.8%
0.7%

1.2%
0.3%

1.4%
1.2%

0.5%

0.8%0.8%

1.3%

1.8%

0.9%
0.8%

0.9%
1.0%1.4%

1.4%
2.8%

0.3%
0.3%
0.5%0.4%0.3%

0.5%

0.1%

4.0%

2.3%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%
農水産

食料品
家庭用品

医療機器

医薬

分離、混合

金属加工

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工

印刷

運輸

包装

無機化学
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バイオ冶金
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紙

建設

鉱業
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機械部品

照明

武器

光学

コンピュータ

情報記憶装置

原子力

電子部品
電子回路・通信

紙 7 364 冶 16 723金

照明 8 3,510 建設 16 1,404

医療機器 9 3,959 コンピュータ 16 1,588

エンジン 10 1,472 ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 18 1,373

鉱業 11 175 分離、混合 20 853

医薬 12 741 有機化学 20 454

運輸 12 1,728 高分子 20 815

機械部品 12 1,388 光学 20 1,432

原子力 13 32 電子部品 20 2,800

家庭用品 14 866 金属加工 21 614

石油化学 14 961 印刷 21 243

食料品 15 500 繊維 21 301

バイオ 15 469 電子回路・通信 25 334

情報記憶装置 15 570 武器 26 6

農水産 16 823 無機化学 28 417

包装 16 1,522 合計 16 32,437

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 

図表4-2 栃木県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の全国対比(1998年～2002年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表4-3-1 栃木県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

農水産 132 203 180 237 269 199 211 145 163 105 1,844

食料品 85 82 148 161 113 129 81 108 83 99 1,089

家庭用品 63 73 86 200 185 168 159 182 167 190 1,473

医療機器 1,137 954 1,017 977 708 784 974 845 671 685 8,752

医薬 369 354 360 284 193 183 183 156 121 98 2,301

分離、混合 103 94 129 123 196 173 158 175 206 141 1,498

金属加工 175 131 128 151 160 118 105 103 151 137 1,359

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 217 209 250 253 292 323 310 295 260 185 2,594

印刷 79 100 128 83 75 110 35 37 24 37 708

運輸 131 195 251 247 220 346 403 384 290 305 2,772

包装 153 213 220 277 292 285 349 357 287 244 2,677

無機化学 74 58 131 64 95 60 77 77 108 819

有機化学 214 302 230 198 168 164 102 87 49 52 1,566

高分子 175 226 207 148 203 162 144 163 158 188 1,774

石油化学 219 275 231 303 216 184 208 201 206 162 2,205

バイオ 62 55 89 75 79 94 76 93 84 122 829

冶金 234 296 254 214 171 166 111 150 155 141 1,892

繊維 71 41 93 69 63 67 71 40 60 629

紙 8 26 15 12 75 105 119 47 18 470

建設 143 237 190 174 228 364 299 307 289 145 2,376

鉱業 7 11 15 25 26 48 33 16 55 23 259

エンジン 242 375 247 250 217 234 264 342 362 270 2,803

機械部品 148 238 273 223 237 283 308 277 291 229 2,507

照明 382 444 378 369 350 360 310 826 1,141 873 5,433

武器 0 0 0 0 1 2 3 1 0 0 7

光学 273 242 290 197 208 308 285 240 306 293 2,642

コンピュータ 202 412 252 271 237 264 231 445 362 286 2,962

情報記憶装置 506 769 876 834 623 266 115 90 56 43 4,178

原子力 1 2 1 2 1 5 1 9 12 5 39

電子部品 331 359 528 508 467 611 507 477 656 549 4,993

電子回路・通信 190 191 144 71 53 70 43 81 87 976

分野

発明者数（延べ人数）

年
合計
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（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 96



図表4-3-2 栃木県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表4-3-3 栃木県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表4-3-4 栃木県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表4-4-1 栃木県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

食料品 521,578 521,131 546,284 535,515 483,267 468,555 470,998 434,694 435,040 424,558 4,841,620

飲料・たばこ・飼料 438,749 471,434 497,186 510,473 561,037 565,557 552,364 536,721 530,567 630,107 5,294,195

繊維工業品 92,221 57,693 57,606 54,975 55,940 49,039 42,358 40,164 35,900 20,681 506,577

衣服・その他の繊維製品 92,880 120,431 110,438 108,469 97,270 91,880 80,746 68,336 67,699 33,346 871,495

木材・木製品 94,713 93,461 105,653 114,897 129,654 78,836 75,408 72,080 66,262 59,901 890,865

家具・装備品 88,704 90,327 92,120 91,480 90,736 78,230 67,563 66,667 61,159 57,162 784,148

パルプ・紙・紙加工品 183,131 185,572 193,808 190,684 203,499 199,999 194,787 180,682 177,556 185,027 1,894,745

出版・印刷・同関連品 62,839 61,204 63,682 70,094 71,318 72,661 73,039 76,053 72,762 46,787 670,439

化学工業 350,235 407,680 421,854 445,830 450,542 446,838 491,630 534,299 439,658 511,715 4,500,281

石油製品・石炭製品 11,949 11,135 11,649 11,891 12,276 12,336 12,789 12,480 11,847 11,057 119,409

プラスチック製品 513,420 456,930 473,540 483,608 503,015 488,216 496,224 460,314 485,054 448,409 4,808,730

ゴム製品 128,060 132,945 145,293 149,030 149,678 152,157 163,483 158,756 144,115 157,908 1,481,425

なめし革・同製品・毛皮 11,580 10,977 10,077 11,845 11,488 10,857 9,784 8,454 5,023 11,186 101,271

窯業・土石製品 207,056 201,669 199,617 196,946 193,402 174,727 180,142 179,400 178,657 158,786 1,870,402

鉄鋼 181,833 178,737 177,290 177,405 197,397 178,467 161,833 171,730 165,937 137,105 1,727,734

非鉄金属 303,388 291,392 414,082 420,416 465,170 439,557 392,681 310,985 371,481 405,930 3,815,082

金属製品 531,018 517,355 541,352 564,277 581,089 542,918 481,163 481,476 470,034 453,107 5,163,789

一般機械器具 645,698 657,894 722,047 744,580 771,706 681,840 660,471 780,080 747,638 563,516 6,975,470

電気機械器具 1,658,708 1,579,006 1,689,952 1,802,135 1,934,064 1,777,515 1,602,733 1,724,787 1,735,110 629,949 16,133,959

輸送用機械器具 1,337,361 1,189,548 1,177,079 1,231,071 1,281,010 1,175,504 1,102,324 1,076,137 1,005,172 1,340,153 11,915,359

精密機械器具 178,547 172,884 154,063 167,327 173,885 167,031 153,889 173,209 199,451 162,768 1,703,054

その他 118,414 124,450 126,477 119,487 126,580 114,142 111,963 117,125 97,096 88,186 1,143,920

分野

製造出荷額（百万円）

年
合計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）経済産業省「工業統計調査」をもとに日本総合研究所が編集 
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図表4-4-2 栃木県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表4-4-3 栃木県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表4-4-4 栃木県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表4-4-5 栃木県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表4-5  栃木県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

2000 経済産業省 創造技術研究開発事業 
LWBF（レーザーウェルディング･ボ
ックスフレーム）工法研究 

清国産業株式会
社 

2001 経済産業省 創造技術研究開発事業 
古紙等の有機廃棄物からなる低コ
ス
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トな農業、園芸、緑化用生分解
性シートの技術開発 

株式会社大地興
園 

2002 経済産業省 創造技術研究開発事業 高電熱性半導体封止材料の試作 
トーメイダイヤ株式
会社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
羊毛製品の化学的改質（防縮/抗
ピル/風合い改善）加工に関する
研究 

株式会社紅三 

NEDO 
福祉用具実用化開発費
助成金 

携帯電話を利用した編集機能付き
電子拡大表示装置の開発 

有限会社インフォ
メーションヒーロー2003 

文部科学省 
都市エリア産学官連携促
進事業 

磁気を利用した超精密加工技術
の創出と活用 

宇都宮大学等の
大学、栃木産業技
術センター、企業 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

高調波を含む受変電設備の損失
評価・高効率設計支援システムの
開発 

宇都宮大学、企業

経済産業省 産業クラスター計画 地域産業活性化プロジェクト 

・首都圏西部地域
（ＴＡＭＡ）・中央自
動車道沿線地域・
東葛・川口地域・
三遠南信地域・首
都 圏 北 部 地 域
ものづくり分野 約
１７２０社、５６大学

2004 

NEDO 
大学発事業創出実用化
研究開発事業 

水素製造技術を含む非系統連系
風力発電システムの事前調査事
業 

足利工業大学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）各種公開データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 



２．４ 群馬県 

 
 群馬県の「知財の強み」を分析した結果を図表5-1～図表5-3に、「注目の製品市場」

を分析した結果を図表5-4に、「国の資金を用いたプロジェクト」を分析した結果を図表

5-5に、それぞれまとめて示した。 

 これらをもとに、「知財による地域振興を実現するための環境条件」を想定すると、以

下のようになる。 
 
ａ．知財の強み 
 
①「発明者数ランキング」に着目した場合、「医療機器（5位）」「運輸（11位）」「エ

ンジン（12位）」「高分子（13位）」「機械部品（13位）」「無機化学（14位）」「コ

ンピュータ（14位）」「印刷（15位）」という8つの分野が「知財の強み」として抽出

される（図表5-1）。 

 

②また、「発明者数の全国割合」に着目した場合は、「医療機器」という分野が「知財の

強み」として抽出される（図表5-2）。 

 

③一方、「発明者数の伸び」に着目した場合は、「家庭用品」「医療機器」「運輸」「エ

ンジン」「機械部品」「電子部品」という6つの分野が「知財の強み」として抽出され

る（図表5-3-2～図表5-3-4）。 

 

④これらの結果から、群馬県における「知財の強み」は、合計で10分野となる。 

 

⑤「発明者数ランキング」に基づく「知財の強み」が8、「発明者数の全国割合」に基づ

く強みが1、「発明者の伸び」に基づく「知財の強み」が6、という構成になっている。 

 

⑥この内、「発明者数ランキング」「発明者数の全国割合」及び「発明者数の伸び」の三

つの面から「注目すべき知財の強み」が、「医療機器」という分野になる。 

 

⑦同様に、「発明者数ランキング」及び「発明者数の割合」の二つの面から「注目すべき

知財の強み」が、「医療機器」という分野になる。 

 

⑧また、「発明者数ランキング」及び「発明者数の伸び」の二つの面から「注目すべき知

財の強み」が、「医療機器」「運輸」「エンジン」「機械部品」の4分野となる。 

 

⑨さらに、「発明者数の割合」及び「発明者数の伸び」の二つの面から「注目すべき知財

の強み」が、「医療機器」という分野になる。 
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⑩1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野において“群馬県の知財”を生

み出した発明者の延べ数」は、それぞれ次のような値に達する（図表5-3-1）。 

 

・医療機器・娯楽；15,578 人 

・車両、鉄道、船舶、飛行機；2,817人 

・エンジン、ポンプ、工学一般；1,852人 

・高分子；4,327人 

・機械要素；2,139人 

・無機化学、肥料；2,673人 

・時計、制御、計算機；3,062人 

・印刷、筆記具、装飾；1,076人 

・個人・家庭用品；1,114人 

・電気・電子部品、半導体、印刷回路、発電；6,750人 

 
 
ｂ．注目の製品市場

 
①「製品出荷額の伸び」に着目した場合、「化学工業」という分野が、「注目の製品市場」

として抽出される（図表5-4-2～図表5-4-3）。 

 

②一方、「製品出荷額の全国対比の伸び」に着目した場合は、「木材・木製品」「一般機

械器具」という2つの分野が、「注目の製品市場」として抽出される（図表5-4-4～図表

5-4-5）。 

 

③これらの結果から、群馬県における「注目の製品市場」は、合計で3分野となる。 

 

④「製品出荷額の伸び」に基づく「注目の製品市場」が2つ、「製品出荷額の全国割合の

伸び」に基づく「注目の製品市場」が1つ、その内の重複する分野は無し、という構成

になっている。 

 

⑤1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野における“群馬県の製品出荷額”

の累計」は、それぞれ次のような値に達する（図表5-4-1）。 

 

・化学工業；3,521,051 百万円 

・木材・木製品；898,711 百万円 

・一般機械器具；7,823,737 百万円 
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ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 
①「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目した場合、

群馬県が獲得した「国の資金を用いた研究開発プロジェクトの数（国の資金提供制度と

して捉えた場合の“プロジェクト枠”の獲得数、１プロジェクト当たりの“資金規模”

や“参加機関数”はケースによりそれぞれ異なる）」の2000 年度～2004 年度の推移は、

次のようになっている（図表5-5）。 

 
 
・2000年度；3プロジェクト 

・2001年度；10プロジェクト 

・2002年度；8プロジェクト 

・2003年度；4プロジェクト 

・2004年度；9プロジェクト 

 

 

②2000年度～2004年度に群馬県が獲得したプロジェクト枠は、合計で34となる。 

 

③獲得したプロジュクト枠の内容をテーマに基づき推定し、その内容に応じ、先に抽出し

た「群馬県が“知財の強み”を持つ10の分野」に振り分ける（複数の分野と関わりを持

つプロジェクトは重複してカウント）と、次のような内訳が得られる。 

 

 

・医療機器・娯楽；2プロジェクト（全体の6％） 

・車両、鉄道、船舶、飛行機；0プロジェクト（全体の0％） 

・エンジン、ポンプ、工学一般；0プロジェクト（全体の0％） 

・高分子；2プロジェクト（全体の6％） 

・機械要素；2プロジェクト（全体の6％） 

・無機化学、肥料；4プロジェクト（全体の12％） 

・時計、制御、計算機；2プロジェクト（全体の6％） 

・印刷、筆記具、装飾；0プロジェクト（全体の0％） 

・個人・家庭用品；0プロジェクト（全体の0％） 

・電気・電子部品、半導体、印刷回路、発電；9プロジェクト（全体の26％） 

・上記以外；16プロジェクト（全体の47％） 
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図表5-1 群馬県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数ランキング(1998年～2002年) 
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（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 

図表5-2 群馬県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の全国対比(1998年～2002年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表5-3-1 群馬県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

農水産 68 65 80 124 112 76 62 59 61 64 771

食料品 69 91 62 57 46 82 37 67 102 45 658

家庭用品 54 86 66 111 97 139 166 127 114 154 1,114

医療機器 1,135 799 840 1,010 776 909 1,432 3,085 2,736 2,856 15,578

医薬 40 40 46 35 49 53 35 36 29 392

分離、混合 113 106 136 128 112 72 104 132 114 126 1,143

金属加工 113 74 53 59 5 105 97 162 104 91 923

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 175 188 203 177 185 227 223 232 214 208 2,032

印刷 53 100 118 115 2 120 96 158 143 91 1,076

運輸 144 272 196 270 191 355 273 331 340 445 2,817

包装 133 136 105 131 164 170 247 237 252 174 1,749

無機化学 215 212 213 239 304 255 618 237 215 165 2,673

有機化学 212 168 133 143 130 60 102 65 97 86 1,196

高分子 528 447 423 377 369 442 501 377 427 436 4,327

石油化学 134 168 200 159 110 172 115 222 142 169 1,591

バイオ 45 25 21 15 18 20 14 31 42 34 265

冶金 121 101 140 201 193 179 107 133 84 57 1,316

繊維 49 51 80 38 38 40 43 50 59 469

紙 4 3 13 2 11 2 12 7 2 2 58

建設 126 152 90 203 186 211 170 174 226 201 1,739

鉱業 9 22 23 22 38 23 22 15 22 18 214

エンジン 145 97 186 202 170 217 229 189 187 230 1,852

機械部品 115 116 175 204 184 303 279 226 246 291 2,139

照明 244 272 264 317 255 282 267 182 166 237 2,486

武器 2 2 2 0 0 3 6 6 8 14 43
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情報記憶装置 146 76 126 75 48 42 73 49 61 761

原子力 2 11 0 6 12 0 2 10 2 3 48

電子部品 500 486 542 507 605 781 631 786 964 948 6,750

電子回路・通信 64 73 52 48 39 34 39 58 52 42 501
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（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表5-3-2 群馬県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表5-3-3 群馬県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表5-3-4 群馬県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表5-4-1 群馬県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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（出典）経済産業省「工業統計調査」をもとに日本総合研究所が編集 
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図表5-4-2 群馬県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表5-4-3 群馬県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表5-4-4 群馬県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表5-4-5 群馬県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表5-5-1  群馬県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 
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に伴う乾式組積工法技術 

増田煉瓦株式会
社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れ

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

解析手法による機械システ
異常検出・診断機の開発 

群馬県工業試験
場、企業、前橋
工科大学 

 

 

時系列
ムの

2002 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

で使用する軽量高
騒音歯車の製造技術開発 

株式会社大西ラ
イト工業所等の
企業、群馬大学 

 

 

無潤滑高速下
強度低

 

 

 

 
（出典）各種公開データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 



図表5-5-2  群馬県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

次世代の顆粒球・単球除去装置
（アダカラム・システム）の開発 

群馬大学等の大
学、企業 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

機能性セラミックス入り新規絹を用
いた機能性ニットウェアの開発 

群馬工業高等専
門学校、企業、
県繊維工業試験
場等の公的研究
機関、群馬県立
医療短期大学 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

軽合金への表面処理技術の開発 

株式会社ショー
ダ ク リ エイテ ィ
ブ、群馬大学等
の大学、県工業
試験場 

経済産業省 創造技術研究開発事業 ワンプ及び支度の一括処理装置 
富士油圧精機株
式会社 

文部科学省 産学官共同研究の効果的
な推進 

次世代ナノ成形プロセッシングの研
究開発 

群馬大学、群馬
産業技術センタ
ー・県繊維工業
試験場等の研究
機関 

2002 

JST 独創モデル化 
高圧下で穴があいても漏れない遮
水シートと製造法の開発 

群馬大学、企業 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

プロテオーム解析用高速二次元ゲ
ル電気泳動装置の開発 

群馬大学、企業 

経済産業省 地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

超薄型積層圧電セラミックを利用し
た携帯機器用高品位スピーカーシ
ステムの開発 

太陽誘電株式会
社 榛名工場 

経済産業省 地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

サイトカインアフィニティーカラムの
作成と、炎症・自己免疫疾患治療
への展開 

株式会社ペプタ
イド ドア 

2003 

経済産業省 地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

デンプン誘導体ハイドロゲルを使っ
た褥瘡（床ずれ）予防マットの開発 

ティエヌケイ東日
本株式会社 

経済産業省 地域新生コンソーシアム研
究開発事業 

共通インターフェースによる相互運
用可能な無線通信モデムの開発 

サンデン株式会
社等の企業、群
馬大学、県立産
業技術センター 

2004 

経済産業省 中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

フロン分解物利用の超省エネ型ア
スベスト融解装置の開発 

群馬工業高等専
門学校、企業、
県産業技術セン
ター、県衛星環
境研究所 
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図表5-5-3  群馬県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/   
中核機関 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソー
シアム研究開発事業 

事業所系古紙の完結型小規模リ
サイクル装置の開発 

群馬大学、企業

経済産業省 
地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

次世代プレス金型ソリッド設計支
援システムの開発 

株式会社オギハ
ラ 

経済産業省 
地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

「超軽量化自動車部品の開発」
（高強度アルミ合金の溶湯鍛造技
術の開発 

株式会社正田
製作所 

経済産業省 
地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

プラズマ技術による繊維の無水精
練・無水染色方法の開発 

朝倉染布株式
会社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
廃プラスチック油化装置における
油化率向上および上質油の抽出
技術開発 

三峰工業株式
会社 

経済産業省 産業クラスター計画 地域産業活性化プロジェクト 

・首都圏西部地
域（ＴＡＭＡ）・中
央自動車道沿
線地域・東葛・
川口地域・三遠
南信地域・首都
圏北部地域 も
のづくり分野約 
１７２０社､５６大
学 

2004 

NEDO 産業技術研究助成事業 

高分子材料のテーラー・メード成
形加工を目指したシンクロトロン放
射光X線回折及び多核磁気共鳴/
イメージングによるインプロセス計
測技術の開発 

群馬大学 
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２．５ 福井県 

 
 福井県の「知財の強み」を分析した結果を図表6-1～図表6-3に、「注目の製品市場」

を分析した結果を図表6-4に、「国の資金を用いたプロジェクト」を分析した結果を図表

6-5に、それぞれまとめて示した。 

 これらをもとに、「知財による地域振興を実現するための環境条件」を想定すると、以

下のようになる。 
 
ａ．知財の強み 
 
①「発明者数ランキング」に着目した場合、「食料品（11位）」「繊維（14位）」という

2つの分野が「知財の強み」として抽出される（図表6-1）。 

 

②これに対し、「発明者数の全国割合」に着目した場合は、「知財の強み」となる分野を

抽出することはできない（図表6-2）。 

 

③一方、「発明者数の伸び」に着目した場合は、「農水産」「家庭用品」「高分子」「紙」

「建設」「エンジン」「光学」という7つの分野が「知財の強み」として抽出される（図

表6-3-2～図表6-3-4）。 

 

④これらの結果から、福井県における「知財の強み」は、合計で9分野となる。 

 

⑤「発明者数ランキング」に基づく「知財の強み」が2、「発明者数の全国割合」に基づ

く強みが0、「発明者の伸び」に基づく「知財の強み」が7、という構成になっている。 

 

⑥1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野において“福井県の知財”を生

み出した発明者の延べ数」は、それぞれ次のような値に達する（図表6-3-1）。 

 

・食料品；203人 

・繊維、繊維処理、洗濯；1,460人 

・農水産；346人 

・個人・家庭用品；504人 

・高分子；844人 

・紙；113人 

・土木、建設、建築、住宅；1,144人 

・エンジン、ポンプ、工学一般；160人 

・測定、光学、写真、複写機；1,493人 
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ｂ．注目の製品市場

 
①「製品出荷額の伸び」に着目した場合、「非鉄金属」という分野が、「注目の製品市場」

として抽出される（図表6-4-2～図表6-4-3）。 

 

②一方、「製品出荷額の全国対比の伸び」に着目した場合は、「衣服・その他の繊維製品」

という分野が、「注目の製品市場」として抽出される（図表6-4-4～図表6-4-5）。 

 

③これらの結果から、福井県における「注目の製品市場」は、合計で2分野となる。 

 

④「製品出荷額の伸び」に基づく「注目の製品市場」が1つ、「製品出荷額の全国割合の

伸び」に基づく「注目の製品市場」が1つ、その内の重複する分野は無し、という構成

になっている。 

 

⑤1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野における“福井県の製品出荷額”

の累計」は、それぞれ次のような値に達する（図表6-4-1）。 

 

・非鉄金属；962,246 百万円 

・衣服・その他の繊維製品；885,674 百万円 

 

 
ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 
①「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目した場合、

福井県が獲得した「国の資金を用いた研究開発プロジェクトの数（国の資金提供制度と

して捉えた場合の“プロジェクト枠”の獲得数、１プロジェクト当たりの“資金規模”

や“参加機関数”はケースによりそれぞれ異なる）」の2000 年度～2004 年度の推移は、

次のようになっている（図表6-5）。 

 
・2000年度；2プロジェクト 

・2001年度；6プロジェクト 

・2002年度；4プロジェクト 

・2003年度；8プロジェクト 

・2004年度；11プロジェクト 

 

 

②2000年度～2004年度に福井県が獲得したプロジェクト枠は、合計で31となる。 

 

③獲得したプロジュクト枠の内容をテーマに基づき推定し、その内容に応じ、先に抽出し

た「福井県が“知財の強み”を持つ9の分野」に振り分ける（複数の分野と関わりを持

つプロジェクトは重複してカウント）と、次のような内訳が得られる。 
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・食料品；0プロジェクト（全体の0％） 

・繊維、繊維処理、洗濯；9プロジェクト（全体の29％） 

・農水産；0プロジェクト（全体の0％） 

・個人・家庭用品；0プロジェクト（全体の0％） 

・高分子；3プロジェクト（全体の10％） 

・紙；0プロジェクト（全体の0％） 

・土木、建設、建築、住宅；2プロジェクト（全体の6％） 

・エンジン、ポンプ、工学一般；0プロジェクト（全体の0％） 

・測定、光学、写真、複写機；1プロジェクト（全体の3％） 

・上記以外；18プロジェクト（全体の58％） 
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図表6-1 福井県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数ランキング(1998年～2002年) 
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2.5%
農水産

食料品
家庭用品

医療機器

医薬

分離、混合

金属加工

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工

印刷

運輸

包装

無機化学

有機化学

高分子
石油化学

冶金
繊維

紙

建設

鉱業

エンジン

機械部品

照明

武器

光学

コンピュータ

情報記憶装置

原子力

電子部品
電子回路・通信

バイオ

分野 ラ 発明者数 分野 ラ 発明者数ンキング ンキング

食料品 11 783 冶金 31 247

繊維 14 838 医療機器 32 448

バイオ 16 438 金属加工 32 300

紙 20 86 機械部品 32 196

高分子 22 566 農水産 34 220

原子力 24 7 分離、混合 35 227

印刷 25 176 コンピュータ 35 254

光学 27 913 電子部品 35 830

家庭用品 28 301 無機化学 36 191

有機化学 28 277 情報記憶装置 36 109

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 29 365 包装 37 147

石油化学 29 177 運輸 40 57

建設 29 651 照明 41 43

エンジン 29 117 電子回路・通信 41 69

医薬 30 126 武器 - -

鉱業 30 20 合計 34 8,536

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 

図表6-2 福井県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の全国対比(1998年～2002年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表6-3-1 福井県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

農水産 8 22 18 35 43 38 56 44 34 48 346

食料品 13 13 19 9 9 15 14 12 59 40 203

家庭用品 17 48 45 54 50 40 78 69 64 504

医療機器 29 213 64 75 92 61 97 122 76 905

医薬 12 21 8 18 21 18 16 22 45 25 206

分離、混合 24 20 18 26 34 26 44 48 73 36 349

金属加工 53 30 20 32 88 47 59 64 42 516

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 85 72 85 98 65 41 49 80 89 106 770

印刷 11 9 15 25 15 56 47 24 23 26 251

運輸 12 12 24 12 16 6 17 8 10 134

包装 27 42 22 24 27 26 38 25 31 302

無機化学 67 74 52 48 24 37 53 35 42 467

有機化学 62 15 65 29 35 81 59 31 71 498

高分子 83 45 41 53 6 78 120 100 131 137 844

石油化学 31 18 28 40 31 27 49 39 31 336

バイオ 87 59 66 103 74 46 88 83 147 821

冶金 63 33 45 36 42 42 64 65 34 467

繊維 168 146 96 103 120 168 215 184 151 1,460

紙 5 3 4 5 10 10 13 18 16 29 113

建設 63 113 87 127 116 135 106 144 150 1,144

鉱業 0 0 3 1 0 5 1 3 6 5 24

エンジン 4 2 5 16 19 16 21 26 35 160

機械部品 9 3 18 11 32 40 50 43 31 266

照明 10 2 1 11 12 9 9 8 12 5 79

武器 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3

光学 69 117 141 125 155 138 213 198 209 1,493

コンピュータ 56 46 49 58 34 29 58 55 78 539

情報記憶装置 10 31 14 17 12 13 28 11 45 197

原子力 12 21 2 1 2 1 0 4 2 0 45

電子部品 150 110 128 207 192 147 175 150 166 1,555

電子回路・通信 0 4 3 7 8 4 9 10 12 34 91

分野

発明者数（延べ人数）

年
合計

39
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17

40

35

50

5

42

68

43
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103
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（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表6-3-2 福井県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表6-3-3 福井県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表6-3-4 福井県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表6-4-1 福井県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

食料品 69,934 71,886 74,229 75,982 75,225 72,957 73,974 66,755 66,655 64,291 711,888

飲料・たばこ・飼料 28,759 30,166 29,147 30,407 ,925 29,820 13,775 6,456 6,322 6,500 211,277

繊維工業品 386,482 295,922 294,037 289,800 296,060 271,811 247,858 235,275 209,706 90,278 2,617,229

衣服・その他の繊維製品 47,146 103,579 101,437 102,679 106,719 97,252 94,160 86,086 81,679 64,937 885,674

木材・木製品 49,530 49,599 46,741 53,367 ,242 47,131 39,016 37,652 35,499 31,527 446,304

家具・装備品 36,470 36,234 38,249 37,039 ,209 27,060 27,286 23,883 24,131 18,827 301,388

パルプ・紙・紙加工品 54,137 50,896 56,343 58,927 2,627 66,193 55,741 50,886 55,974 52,008 563,732

出版・印刷・同関連品 34,444 33,722 35,337 34,334 ,748 37,123 36,282 36,395 35,352 24,429 342,166

化学工業 165,207 165,325 172,396 177,787 194,584 187,636 180,194 195,877 189,736 167,451 1,796,193

石油製品・石炭製品 4,268 4,065 3,891 3,830 ,050 4,682 4,548 4,734 3,863 3,911 41,842

プラスチック製品 99,215 103,451 112,549 113,089 109,208 101,693 103,934 114,504 116,199 106,414 1,080,256

ゴム製品 1,538 1,582 1,794 2,130 ,877 1,978 1,535 1,578 1,459 1,050 16,521

なめし革・同製品・毛皮 801 659 610 596 452 472 466 477 472 444 5,449

窯業・土石製品 85,964 85,611 86,701 94,405 102,642 86,460 91,048 90,620 78,859 72,994 875,304

鉄鋼 12,483 11,626 12,117 11,001 ,164 10,402 9,542 9,534 9,366 6,798 104,033

非鉄金属 92,842 89,514 92,465 87,675 5,880 98,053 99,952 102,487 100,160 103,218 962,246

金属製品 103,314 86,712 89,447 95,687 8,948 80,823 76,061 92,981 75,521 57,531 857,025

一般機械器具 93,003 84,208 109,303 113,686 123,792 143,308 100,415 111,646 100,811 75,706 1,055,878

電気機械器具 379,754 372,367 386,042 390,424 405,638 386,637 424,650 498,335 400,158 113,560 3,757,565

輸送用機械器具 49,889 51,149 56,867 57,839 4,488 56,488 57,140 63,383 64,130 59,763 581,136

精密機械器具 107,391 102,149 95,397 101,382 105,817 112,344 114,801 119,799 99,957 77,324 1,036,361

その他 22,732 28,134 28,365 27,644 5,963 22,844 24,755 25,005 21,045 18,682 245,169
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（出典）経済産業省「工業統計調査」をもとに日本総合研究所が編集 
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図表6-4-2 福井県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表6-4-3 福井県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表6-4-4 福井県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表6-4-5 福井県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表6-5-1  福井県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

JST 独創モデル化 
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微
ノー
生物酵素を用いる染料廃液、フェ
ル化合物、ダイオキシン類など
分解・除去技術の開発 

福井大学、企業
の

2000 

JST 独創モデル化 
然大地電場を利用した超小型断
探査器の開発 

福井工業高等専
門学校、企業 
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新生コンソーシアム研究
開発事業 

ノめっき技術による次世代二次電
の開発 

清川メッキ工業
株式会社等の企
業、福井大学、
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究所 
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複合加工技術の開発 
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（出典）各種公開データをもとに日本総合研究所が作成 

 



図表6-5-2  福井県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 実施機関/  
中核機関 

経済産業省 
地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

連続生産を目指した電子線グラフ
ト重合法による繊維機能化技術の
開発 

福井県工業技術
センター、福井
大学、企業 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
高い色彩鮮明度を付与するメタク
リル樹脂の製法に関する研究 

株式会社ポプニ
ック研究所 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
印刷版を使わない微細ライン印刷
方式による超高感度ダイオキシン
類測定方法の開発に関する研究 

大研化学工業株
式会社 

文部科学省 
都市エリア産学官連携促
進事業 

ナノめっき技術によるエネルギー
関連機能性材料創製技術の開発 

福井大学、福井
工業大学、福井
工業高等専門学
校、県工業技術
センター、企業 
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大学発ベンチャー創出推
進事業 

単分散ミクロスフェア高速製造装
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福井大学 

JST 委託開発事業 
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2003 
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地上リモートセンシングによる岩
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福井大学、企業 

経済産業省 地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

ヒートシンク一体型Ｙｂ：YAG マイク
ロチップデバイスの開発 

自然科学研究機
構、福井県工業
技術センター、
企業 

経済産業省 地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

ＰＤＰ用電磁波シールド織物の高
速高精度検査装置の開発 

セーレン株式会
社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
微小部位耐摩耗性向上のための
ナノダイヤ複合めっき技術の開発 

アイテック株式
会社 

経済産業省 産業クラスター計画 北陸ものづくり創生プロジェクト 
ものづくり分野
約１４０社・１２大
学 

経済産業省 産業クラスター計画 近畿バイオ関連産業プロジェクト 
バイオ分野２２０
社、３６大学 

経済産業省 産業クラスター計画 
ものづくり元気企業支援プロジェク
ト 

ものづくり分野
約４６０社、２６
大学 

経済産業省 産業クラスター計画 情報系クラスター振興プロジェクト 
Ｉ Ｔ分野約３００
社、１２大学 

経済産業省 産業クラスター計画 
近畿エネルギー・環境高度化推進
プロジェクト 

エネルギー分野
約１１０社、２３
大学 

2004 

NEDO 産業技術研究助成事業 

分散型電源連系配電ネットワーク
の多目的協調運用シミュレーショ
ンとその検証 実験に基づいた分
散型電源の連系課題解決支援シ
ステムのプロトタイプの開発 

福井大学 
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図表6-5-3  福井県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

NEDO 産業技術研究助成事業 
ナノ構造体を利用した電力貯蔵デ
バイスの構築 

福井大学 

2004 

JST 委託開発事業 
炭素繊維強化アルミニウム基複合
材料の製造技術 

福井大学、企業 
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２．６ 長野県 

 
 長野県の「知財の強み」を分析した結果を図表7-1～図表7-3に、「注目の製品市場」

を分析した結果を図表7-4に、「国の資金を用いたプロジェクト」を分析した結果を図表

7-5に、それぞれまとめて示した。 

 これらをもとに、「知財による地域振興を実現するための環境条件」を想定すると、以

下のようになる。 
 
ａ．知財の強み 
 
①「発明者数ランキング」に着目した場合、「印刷（3位）」「情報記憶装置（6位）」「電

子回路・通信（7位）」「コンピュータ（8位）」「光学（9位）」「電子部品（10位）」

「機械部品（11位）」「プラスチック加工（12位）」「包装（13位）」「農水産（14

位）」「運輸（15位）」「石油化学（15位）」「エンジン（15位）」という13の分野

が「知財の強み」として抽出される（図表7-1）。 

 

②また、「発明者数の全国割合」に着目した場合は、「印刷」という分野が「知財の強み」

として抽出される（図表7-2）。 

 

③一方、「発明者数の伸び」に着目した場合は、「分離、混合」「金属加工」「印刷」「包

装」「石油化学」「光学」「コンピュータ」「情報記憶装置」「電子部品」「電子回路・

通信」という10の分野が「知財の強み」として抽出される（図表7-3-2～図表7-3-4）。 

 

④これらの結果から、長野県における「知財の強み」は、合計で15分野となる。 

 

⑤「発明者数ランキング」に基づく「知財の強み」が13、「発明者数の全国割合」に基づ

く強みが1、「発明者の伸び」に基づく「知財の強み」が10、という構成になっている。 

 

⑥この内、「発明者数ランキング」「発明者数の全国割合」及び「発明者数の伸び」の三

つの面から「注目すべき知財の強み」が、「印刷」という分野になる。 

 

⑦同様に、「発明者数ランキング」及び「発明者数の全国割合」の二つの面から「注目す

べき知財の強み」が、「印刷」という分野になる。 

 

⑧また、「発明者数ランキング」及び「発明者数の伸び」の二つの面から「注目すべき知

財の強み」が、「印刷」「情報記憶装置」「電子回路・通信」「コンピュータ」「光学」

「電子部品」「包装」「石油化学」の8分野となる。 
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⑨さらに、「発明者数の全国割合」及び「発明者数の伸び」の二つの面から「注目すべき

知財の強み」が、「印刷」という分野になる。 

 

⑩1993年～2002年の 10年間を対象とした場合、「各分野において“長野県の知財”を生

み出した発明者の延べ数」は、それぞれ次のような値に達する（図表7-3-1）。 

 

・印刷、筆記具、装飾；12,376 人 

・表示、音響、情報記録；4,932人 

・電子回路・通信技術；4,888人 

・時計、制御、計算機；7,919人 

・測定、光学、写真、複写機；16,893 人 

・電気・電子部品、半導体、印刷回路、発電；16,093 人 

・機械要素；2,690人 

・切断、材料加工、積層体；3,932人 

・包装、容器、貯蔵、重機；2,882人 

・農水産；2,034人 

・車両、鉄道、船舶、飛行機；1,891人 

・洗剤、応用組成物、染料、石油化学；1,484人 

・エンジン、ポンプ、工学一般；1,033人 

・処理、分離、混合；1,630人 

・金属加工、工作機械；1,636人 

 

 
ｂ．注目の製品市場

 
①「製品出荷額の伸び」に着目した場合、「注目の製品市場」に相当する分野を抽出する

ことはできない。（図表7-4-2～図表7-4-3）。 

 

②同様に、「製品出荷額の全国対比の伸び」に着目した場合も、「注目の製品市場」に相

当する分野を抽出することはできない（図表7-4-4～図表7-4-5）。 

 

③これらから、長野県における「注目の製品市場」は、抽出されない結果となる。 

 

ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 
①「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目した場合、

長野県が獲得した「国の資金を用いた研究開発プロジェクトの数（国の資金提供制度と

して捉えた場合の“プロジェクト枠”の獲得数、１プロジェクト当たりの“資金規模”

や“参加機関数”はケースによりそれぞれ異なる）」の2000 年度～2004 年度の推移は、

次のようになっている（図表7-5）。 
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・2000年度；1プロジェクト 

・2001年度；14プロジェクト 

・2002年度；11プロジェクト 

・2003年度；6プロジェクト 

・2004年度；11プロジェクト 

 

 

②2000年度～2004年度に長野県が獲得したプロジェクト枠は、合計で43となる。 

 

③獲得したプロジュクト枠の内容をテーマに基づき推定し、その内容に応じ、先に抽出し

た「長野県が“知財の強み”を持つ15の分野」に振り分ける（複数の分野と関わりを持

つプロジェクトは重複してカウント）と、次のような内訳が得られる。 

 

・印刷、筆記具、装飾；0プロジェクト（全体の0％） 

・表示、音響、情報記録；1プロジェクト（全体の2％） 

・電子回路・通信技術；3プロジェクト（全体の7％） 

・時計、制御、計算機；2プロジェクト（全体の5％） 

・測定、光学、写真、複写機；4プロジェクト（全体の9％） 

・電気・電子部品、半導体、印刷回路、発電；7プロジェクト（全体の16％） 

・機械要素；3プロジェクト（全体の7％） 

・切断、材料加工、積層体；0プロジェクト（全体の0％） 

・包装、容器、貯蔵、重機；0プロジェクト（全体の0％） 

・農水産；0プロジェクト（全体の0％） 

・車両、鉄道、船舶、飛行機；1プロジェクト（全体の2％） 

・洗剤、応用組成物、染料、石油化学；0プロジェクト（全体の0％） 

・エンジン、ポンプ、工学一般；0プロジェクト（全体の0％） 

・処理、分離、混合；2プロジェクト（全体の5％） 

・金属加工、工作機械；3プロジェクト（全体の7％） 

・上記以外；25プロジェクト（全体の58％） 
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図表7-1 長野県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数ランキング(1998年～2002年) 

分野 ランキング 発明者数 分野 ランキング 発明者数

2.0%
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1.0%
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紙
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照明

武器

光学

コンピュータ

情報記憶装置

原子力

電子部品
電子回路・通信

バイオ

印 3 8 分 17 1,刷 ,060 離、混合 081

情報記憶装置 6 3,009 照明 18 727

電子回路・通信 7 3,440 医療機器 19 1,079

コンピュータ 8 5,661 建設 22 936

光学 9 11,004 冶金 23 494

電子部品 10 10,550 武器 24 10

機械部品 11 1,504 無機化学 25 557

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 12 2,173 原子力 25 6

包装 13 1,806 医薬 26 168

農水産 14 1,044 バイオ 26 148

運輸 15 816 紙 27 30

石油化学 15 924 鉱業 27 25

エンジン 15 630 有機化学 29 240

金属加工 16 1,014 繊維 29 146

食料品 17 419 高分子 32 161

家庭用品 17 754 合計 11 58,616

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 

図表7-2 長野県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の全国対比(1998年～2002年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 

 

 141



図表7-3-1 長野県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

農水産 163 231 271 157 168 194 234 210 216 190 2,034

食料品 72 74 59 68 104 96 72 62 101 88 796

家庭用品 96 148 90 186 170 191 117 160 131 155 1,444

医療機器 111 172 202 233 245 218 201 220 168 272 2,042

医薬 7 44 34 38 79 71 22 18 24 33 370

分離、混合 108 112 102 131 96 148 212 215 164 342 1,630

金属加工 140 123 134 122 103 172 195 211 233 203 1,636

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ加工 410 341 286 313 409 428 380 499 428 438 3,932

印刷 744 592 876 1,071 1,033 1,326 1,383 1,799 1,559 1,993 12,376

運輸 148 151 293 235 248 167 159 155 158 177 1,891

包装 184 197 186 214 295 256 324 417 402 407 2,882

無機化学 68 99 103 89 97 101 117 122 120 963

有機化学 114 96 92 103 35 67 50 45 43 677

高分子 23 38 52 19 33 29 32 38 35 27 326

石油化学 84 126 120 130 100 132 176 185 217 214 1,484

バイオ 16 22 8 23 21 34 32 33 28 230

冶金 75 76 48 56 105 95 82 88 103 126 854

繊維 34 32 26 11 23 24 38 41 20 267

紙 6 3 6 11 6 1 12 4 8 5 62

建設 115 175 217 234 219 198 196 157 182 203 1,896

鉱業 2 6 18 17 7 3 2 8 5 7 75

エンジン 72 114 60 70 87 104 132 162 145 1,033

機械部品 191 245 244 261 245 224 323 333 326 298 2,690

照明 85 83 147 163 193 151 159 186 119 112 1,398

武器 0 0 1 0 2 2 0 0 6 2 13

光学 1,159 752 1,022 1,403 1,553 1,726 2,050 2,283 2,122 2,823 16,893

コンピュータ 412 345 349 450 702 871 885 1,272 1,148 1,485 7,919

情報記憶装置 377 294 410 365 477 445 536 586 720 722 4,932

原子力 2 4 3 0 2 0 0 1 3 2 17

電子部品 1,233 818 1,027 1,092 1,373 1,812 1,923 2,179 1,982 2,654 16,093

電子回路・通信 229 214 280 306 419 473 590 686 881 810 4,888

分野

発明者数（延べ人数）

年
合計

47
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13

18
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（出典）㈱パトリス提供データをもとに日本総合研究所が作成 
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図表7-3-2 長野県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表7-3-3 長野県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表7-3-4 長野県のＷＩＰＯ産業分類に基づく発明者数の推移（人） 
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図表7-4-1 長野県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 

 

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

食料品 507,021 519,014 523,148 539,980 527,536 528,685 512,087 496,757 485,448 470,088 5,109,764

飲料・たばこ・飼料 210,397 207,673 220,326 220,266 209,779 212,784 212,352 203,164 238,960 211,917 2,147,618

繊維工業品 48,861 29,728 23,740 22,877 20,455 15,666 13,094 10,046 9,153 7,584 201,204

衣服・その他の繊維製品 41,604 55,939 54,182 37,618 37,976 34,936 30,166 26,745 24,453 17,309 360,928

木材・木製品 85,095 85,821 79,116 84,220 ,089 67,114 61,164 62,042 56,268 48,433 712,362

家具・装備品 51,868 48,643 53,177 50,894 ,804 45,295 49,663 48,311 40,536 35,870 475,061

パルプ・紙・紙加工品 91,114 87,660 92,137 90,597 0,197 84,030 78,182 78,200 73,389 68,064 833,570

出版・印刷・同関連品 156,971 157,731 161,737 166,905 168,271 165,415 162,913 158,542 155,425 85,259 1,539,169

化学工業 114,311 118,822 115,532 113,860 114,756 130,690 115,202 118,504 117,225 121,321 1,180,223

石油製品・石炭製品 9,047 9,648 10,625 11,875 3,444 10,602 9,969 10,474 9,629 8,040 103,353

プラスチック製品 162,494 162,732 173,803 170,718 178,238 175,940 166,710 167,064 152,753 133,034 1,643,486

ゴム製品 20,036 18,495 18,114 16,892 ,360 15,846 17,376 20,897 15,829 14,661 173,506

なめし革・同製品・毛皮 17,675 18,933 15,032 16,152 14,401 13,535 12,910 13,995 13,909 10,899 147,441

窯業・土石製品 173,818 180,584 189,303 196,514 185,040 155,035 149,300 154,079 139,290 114,052 1,637,015

鉄鋼 47,247 44,457 52,957 46,141 ,111 44,152 40,365 42,373 40,440 27,592 427,835

非鉄金属 87,006 88,165 87,711 86,003 6,411 81,446 77,642 83,764 74,956 72,322 835,426

金属製品 281,840 271,511 285,575 273,596 298,195 269,319 243,906 256,835 245,365 180,672 2,606,814

一般機械器具 740,951 708,369 825,667 843,136 936,990 884,177 813,714 998,790 912,817 691,552 8,356,163

電気機械器具 2,403,443 2,490,111 2,822,937 3,015,539 3,138,512 3,003,393 3,003,758 3,339,309 2,988,291 568,217 26,773,510

輸送用機械器具 391,279 341,324 330,154 308,388 334,053 315,094 302,911 316,098 314,019 313,190 3,266,510

精密機械器具 494,462 415,309 353,756 360,432 389,120 375,578 343,873 356,689 353,948 289,924 3,733,091

その他 90,413 75,327 72,157 74,337 3,364 70,994 63,054 54,147 55,188 51,637 680,618

分野

製造出荷額（百万円）

年
合計
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（出典）経済産業省「工業統計調査」をもとに日本総合研究所が編集 
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図表7-4-2 長野県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表7-4-3 長野県の工業統計に基づく製品出荷額の推移（百万円） 
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図表7-4-4 長野県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表7-4-5 長野県の工業統計に基づく製品出荷額の全国割合の推移（％） 
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図表7-5-1  長野県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

2000 経済産業省 創造技術研究開発事業
角度センサの高密度化に関する研
究
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多摩川精機株式
会社 

経済産業省 
即効型地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

機能高分子中空系膜を利用した物
質 離・富化装置の開 

信 州大学 、企
業、県工業試験
場 

 

 

 

分

経済産業省 
中小企業枠 即効型地
域新生コンソーシアム
研究開発事業 

マ 移動体セ
ンサの開発 

長野精密工業試
験場、電気通信
大学、企業 

 

 

イクロ波を用いた高機能

経済産業省 
中小企業枠 即効型地
域新生コンソーシアム
研究開発事業 

ス ント自動生産装置の研究開発 

エンジニアリング
システム株式会
社、埼玉医科大
学（管理法人：長
野県テクノ財団） 

 

 

 

テ

経済産業省 
中小企業枠 即効型地
域新生コンソーシアム
研究開発事業 

高 化社会における腕時計型セン
サ 用いた健康・安心システム 

マイクロストーン
株式会社等の企
業、長野県工業
試験場等の研究
機関、信州大学
等の大学 

 

 

 

 

齢
を

経済産業省 
即効型地域新規産業創
造技術開発事業 

廃 物（アルミドロス（鉱さい）及び廃
ガラス瓶）を原料とした人工ゼオライ
トの によるその削減及びリサイ
ク 技術の開発 

上田商会株式会
社 

 

 

 

 

棄

製造
ル

経済産業省 創造技術研究開発事業
蛍光ペプチド基質を用いた超高速酵
素 性検出システムの研究開発 

株式会社サイク
レックス 

 

 

活

経済産業省 創造技術研究開発事業

Bl tooth 無線と画像処理を一体化
したＨＩＣの研究開発とそれを用いた
デジタルタイムラプスレコーダシステ
ムの研究開発 

イデアシステム
株式会社 

ue

経済産業省 創造技術研究開発事業
光 ガラス素子製造の生産性向上
に関する研究開発 

チノンテック株式
会社 

学

経済産業省 創造技術研究開発事業
次世代半導体製造プロセス用ガス
配 のスーパークリーン化技術の研
究 発 

共栄電工株式会
社 

管
開

経済産業省 創造技術研究開発事業
マ クロプレスによる微小部品加工
技 の研究 

高島産業株式会
社 

イ
術

経済産業省 創造技術研究開発事業
光触媒利用による病院の感染及び
消臭対策 

株式会社信州セ
ラミックス 

2001 

経済産業省 創造技術研究開発事業
微 アレイレンズの加工技術に関す
る 究 

夏目光学株式会
社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細
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（出典）各種公開データをもとに日本総合研究所が作成 

 



図表7-5-2  長野県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

文部科学省 
独創的革新技術開発研
究事業  ※平成 16 年度
より JST 実施 

低侵襲遠隔微小脳神経外科手術
システムに関する研究 

信州大学 

2001 

JST 委託開発事業 
痒み鎮静作用を有する機能性繊
維 

信州大学、企業 

経済産業省 
地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

燃費・排ガス改善用高温対応型燃
焼圧センサーの研究開発 

信州大学、企業 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

モーフィング技法によるブロードバ
ンドアニメ制作システムの開発 

（財）上田市地域
振興事業団、企
業、信州大学、
県情報技術試験
場 

経済産業省 
地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

「1ｍ超大型薄板ガラス基板研磨
装置」研究開発 

株式会社三協精
機製作所諏訪南
工場 

経済産業省 
地域新規産業創造技術
開発費補助事業 

自立分散設置型高効率スマート・
コンプレッサー・モジュールの開発 

株式会社医学生
物学研究所 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
アルツハイマー病の原因であるＡ
βタンパク質高次構造変化を認識
する抗体作製 

株式会社医学生
物学研究所 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
レーザープリンター用ＰＥＴボトル
再利用紙の製造装置の開発 

株式会社アクテ
ィブ ライフ 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
光学ガラス素子製造用超精密金
型の研究開発 

チノンテック株式
会社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
200Ｖ使用の床暖房用面状ヒータ
ーの製造法に関する研究 

富士ネームプレ
ート株式会社 

NEDO 
大学発事業創出実用化
研究開発事業 

RCB 完全無害化処理（焼却・人工
酵素による触媒分解融合方式）に
関する研究開発 

信州大学、企業 

NEDO 産業技術研究助成事業 
嫌気性菌を用いた癌の遺伝子治
療の開発に関する研究 

信州大学 

2002 

NEDO 産業技術研究助成事業 
擬似二重層を利用したスーパーキ
ャパシタの開発 

信州大学 

2003 経済産業省 
地域新生コンソーシアム
研究開発事業 

超微細粒鋼を用いた硬殻剛芯・環
境調和型精密部品製造技術の開
発 

株式会社ヤマト
等の企業、（独）
物質・材料研究
機構（管理法人：
諏訪商工会議
所） 
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図表7-5-3  長野県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

経済産業省 
地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

ヒトヘマンジオブラスト分離技術の
事業化 

株式会社医学生
物学研究所 

経済産業省 
地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

衝撃乱流ノズルを用いた超微粒化
システムを導入した有機性廃棄物
の高効率乾燥装置の開発 

株式会社ヤマウ
ラ 

経済産業省 
地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

超精密工作機器用超高速回転アク
チュエータの開発 

株式会社ミスズ
工業 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
自走車同士連結車の連結装置等
の研究開発 

有限会社エーエ
ス企画 

2003 

JST 
大学発ベンチャー創出推
進事業 

ポリリン酸を有効成分とする歯周組
織再生用医療機器の開発 

松本歯科大学、
企業 

経済産業省 
地域新生コンソーシアム研
究開発事業 

乳ガン・消化器ガンの低浸襲治療
を可能とする診断システムの開発 

信州大学等の大
学、長野工業高
等専門学校、企
業 

経済産業省 
地域新生コンソーシアム研
究開発事業 

ネットワーク型仮想試作シミュレー
ションシステムの構築 

（財）飯伊地域地
場産業振興セン
ター、（独）理化
学研究所等の研
究機関、東京大
学、企業 

経済産業省 
中小企業地域新生コンソ
ーシアム研究開発事業 

イオンコントロール微細複合加工法
と加工システムの開発 

高島産業株式会
社 等 の 企 業 、
（独）産業技術総
合研究所、長野
県精密工業試験
場 

経済産業省 
地域新規産業創造技術開
発費補助事業 

カーボンシルクの開発、及びその
用途開発 

シナノケン株式
会社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 

電子部品チップ生産のためのコン
パクトトレーにおける「超」微細特殊
加工技術並びに特殊表面処理技
術に関する研究 

有限会社後島精
工 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
半導体パッケージのプレス製造法
の研究開発 

中村製作所株式
会社 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
高性能魚眼レンズによる全方位静
止画像･動画像化デバイスの研究
試作 

有限会社フィット 

2004 

経済産業省 創造技術研究開発事業 
プレス深絞り工法を用いた高圧容
器の製法開発 

株式会社ミヤタ 
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図表7-5-4  長野県における国の資金を用いた研究開発プロジェクト 

 

年度 所管官庁 制 度 テーマ 
実施機関/  
中核機関 

経済産業省 産業クラスター計画 地域産業活性化プロジェクト 

・首都圏西部地
域（ＴＡＭＡ）・中
央自動車道沿線
地域・東葛・川口
地域・三遠南信
地域・首都圏北
部地域 ものづく
り分野約１７２０
社、５６大学 

NEDO 
次世代ロボット実用化プロ
ジェクト（プロトタイプ開発
支援事業） 

強化学習（動作制御自己開発型）６
脚歩行ロボットの研究開発 

岡谷商工会議所

2004 

文部科学省 知的クラスター創成事業 
スマートデバイスクラスターの形成を
目指して 

信州大学等の大
学、長野工業高
等専門学校、公
的研究機関、企
業 
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３．“知財の強み”の組み合わせに基づくモデル化 

 
前項で例示した「秋田県」「福島県」「栃木県」「群馬県」「福井県」「長野県」の分

析結果をもとに、ここでは、「知財による地域振興のための環境条件」のモデル化を試み

た。導出したモデルの構成と特徴を、以下にまとめる。 
 
３．１ “知財の強み”がもたらす地域環境のパターン 

 
 今回の分析では、「地域独自の“知財の強み”」を把握する指標として、「発明者数の

絶対値」「発明者数の割合」「発明者数の伸び」の３つを取り上げた。これらの指標に基

づく“知財の強み”を持つ地域について、その環境をパターン化すると次のようになる。 
 
・パターンＡ；「発明者数の絶対値」に基づく“知財の強み”を持つ地域 
 
「発明者数の絶対値」を地域間で比較すると、他の地域に比べ「発明者数が顕著に多い

分野」を持つ地域が見つかる。こうした地域は、特定分野の「発明を使う人」や「発明

を生み出す人」が他の地域に比べ“より多く活動している地域”に当たる。したがって、

その地域は他の地域に対し、「特定分野の発明ニーズと発明シーズが高度に集積してい

る」という強みを持つことになる。 
 
 
・パターンＢ；「発明者数の割合」に基づく“知財の強み”を持つ地域 
 
「発明者数の割合（例えば、発明者数の全国対比）」を地域間で比較すると、「発明者

数の割合が顕著に高い分野」を持つ地域が見つかる。こうした地域は、特定分野の「発

明を使う人」や「発明を生み出す人」が“一カ所に集中している地域”に当たる。した

がって、その地域は他の地域に対し、「特定分野での競争優位を保ちやすい」という強

みを持つことになる。 
 
 
・パターンＣ；「発明者数の伸び」に基づく“知財の強み”を持つ地域 
 
「発明者数の伸び率」を地域間で比較すると、「発明者数が顕著に伸びている分野」を

持つ地域が見つかる。こうした地域は、特定分野の「発明を使う人」や「発明を生み出

す人」が“急速に増加している地域”に当たる。したがって、その地域は他の地域に対

し、「特定分野における産学連携の求心力を高めやすい」という強みを持つことになる。 
 
 
実際に分析を行った６つの地域の場合、知財の強みがもたらす地域環境のパターンは、

以下のような構成となっている。 
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・秋田県；｢パターンＣ｣が 5分野 

 

・福島県；｢パターンＡ｣が 1分野／｢パターンＣ｣が 1分野 

 
・栃木県；｢パターンＡ｣が 10分野／｢パターンＢ｣が 1分野／｢パターンＣ｣が 1分野 
 
・群馬県；｢パターンＡ｣が 8分野／｢パターンＢ｣が 1分野／｢パターンＣ｣が 6分野 
 
・福井県；｢パターンＡ｣が 2分野／｢パターンＣ｣が 7分野 
 
・長野県；｢パターンＡ｣が 13分野／｢パターンＢ｣が 1分野／｢パターンＣ｣が 10分野 

 
 また、上記に加え、同一分野で複数の強みを持つケースも見られる（例えば、「発明者

数の絶対値」と「発明者数の伸び」がいずれも高い分野。この場合は、「パターンＡ」と

「パターンＣ」の特徴を兼ね合わせた地域環境がもたらされることになる）。分析した６

県のうちの３県で、同一分野で複数の強みを持つケースが認められた。 
 
・栃木県；｢パターンＡ｣＋｢パターンＣ｣が 1分野 
 
・群馬県；｢パターンＡ｣＋｢パターンＢ｣が 1分野／｢パターンＡ｣＋｢パターンＣ｣が 4分

野／｢パターンＢ｣＋｢パターンＣ｣が 1分野／｢パターンＡ｣＋｢パターンＢ｣＋

｢パターンＣ｣が 1分野 
 
・長野県；｢パターンＡ｣＋｢パターンＢ｣が 1分野／｢パターンＡ｣＋｢パターンＣ｣が 8分

野／｢パターンＢ｣＋｢パターンＣ｣が 1分野／｢パターンＡ｣＋｢パターンＢ｣＋

｢パターンＣ｣が 1分野 
 
３．２ 知財活用モデルと関連する支援施策 

 
 以上の検討から、「知財による地域振興のための環境条件」は次の７つのモデルに区分

できることが分かる。各モデルの特徴をまとめ、モデル毎に特に関連の深い支援施策を抽

出すると、以下のようになる。 
 
・ＡＢＣ型；発明者数の「絶対値」「割合」「伸び率」の全てが高い分野 
 
「発明ニーズと発明シーズが高度に集積し、地域としての競争優位を保ちやすく、産学

連携の求心力を高めやすい」分野に当たる。地域の知財活用に取り組む際の“第一優先

候補”となる。本分野の場合、「地域のニーズとシーズを発掘し、これらを結びつけて

いくことで、域内の特許流通件数の増加を図ること」「地域の競争優位を生かし、域内

だけでなく、域外への特許流通の拡大を図ること」「産学連携の求心力を生かし、大学・

研究所から企業への特許流通の拡大を図ること」が特に期待される。また、関連の深い 
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支援施策として、「地域全体の知財分析が可能なデータベース」の構築、整備が挙げら

れる。データベースをもとに「地域における最適な知財連携や人材連携」を組成してい

くことが、地域振興の効果を高める上で有効に働く。 
 
 
・ＡＢ型；発明者数の「絶対値」と「割合」が高い分野 
 
「発明ニーズと発明シーズが高度に集積し、地域としての競争優位を保ちやすい」分野

に当たる。地域の知財活用に取り組む際の“第二優先候補”となる。本分野の場合、「地

域のニーズとシーズを発掘し、これらを結びつけていくことで、域内の特許流通件数の

増加を図ること」「地域の競争優位を生かし、域内だけでなく、域外への特許流通の拡

大を図ること」が特に期待される。また、関連の深い支援施策として、「地域独自の競

争的研究資金制度」の導入、強化が挙げられる。独自の競争的資金を生かし「産学連携

の求心力」を醸成していくことが、地域振興の効果を高める上で有効に働く。 
 
 
・ＡＣ型；発明者数の「絶対値」と「伸び率」が高い分野 
 
「発明ニーズと発明シーズが高度に集積し、産学連携の求心力を高めやすい」分野に当

たる。地域の知財活用に取り組む際の“第二優先候補”となる。本分野の場合、「地域

のニーズとシーズを発掘し、これらを結びつけていくことで、域内の特許流通件数の増

加を図ること」「産学連携の求心力を生かし、大学・研究所から企業への特許流通の拡

大を図ること」が特に期待される。また、関連の深い支援施策として、「研究者個人に

対する選択的な財政支援」の導入、強化が挙げられる。能力の高い研究者への優先的な

財政支援を行うことで、域内外の優秀な研究者を引きつけ「地域としての競争優位」を

確保していくことが、地域振興の効果を高める上で有効に働く。 
 
 
・ＢＣ型；発明者数の「割合」と「伸び率」が高い分野 
 
「地域としての競争優位を保ちやすく、産学連携の求心力を高めやすい」分野に当たる。

地域の知財活用に取り組む際の“第二優先候補”となる。本分野の場合、「地域の競争

優位を生かし、域内だけでなく、域外への特許流通の拡大を図ること」「産学連携の求

心力を生かし、大学・研究所から企業への特許流通の拡大を図ること」が特に期待され

る。また、関連の深い支援施策として、「特許製品の優先調達」の導入、強化が挙げら

れる。例えば、地域の知財から生まれた新製品を“試作段階で公的機関が優先的に調達

する”ことなどにより「発明ニーズの集積」を政策的に後押しすることが、地域振興の

効果を高める上で有効に働く。 
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・Ａ型；発明者数の「絶対値」が高い分野 
 
「発明ニーズと発明シーズが高度に集積している」分野に当たる。地域の知財活用に取

り組む際の“第三優先候補”となる。本分野の場合、「地域のニーズとシーズを発掘し、

これらを結びつけていくことで、域内の特許流通件数の増加を図ること」が特に期待さ

れる。また、関連の深い支援施策として、第一に「研究者個人に対する選択的な財政支

援」の導入、強化が挙げられる。能力の高い研究者への優先的な財政支援を行うことで、

域内外の優秀な研究者を引きつけ「地域としての競争優位」を確保していくことが、地

域振興の効果を高める上で有効に働く。第二に「地域独自の競争的研究資金制度」の導

入、強化が挙げられる。独自の競争的資金を生かし「産学連携の求心力」を醸成してい

くことが、地域振興の効果を高める上で有効に働く。 
 
 
・Ｂ型；発明者数の「割合」が高い分野 
 
「地域としての競争優位を保ちやすい」分野に当たる。地域の知財活用に取り組む際の

“第三優先候補”となる。本分野の場合、「地域の競争優位を生かし、域内だけでなく、

域外への特許流通の拡大を図ること」が特に期待される。また、関連の深い支援施策と

して、第一に「地域独自の競争的研究資金制度」の導入、強化が挙げられる。独自の競

争的資金を生かし「産学連携の求心力」を醸成していくことが、地域振興の効果を高め

る上で有効に働く。第二に「特許製品の優先調達」の導入、強化が挙げられる。例えば、

地域の知財から生まれた新製品を“試作段階で公的機関が優先的に調達する”ことなど

により「発明ニーズの集積」を政策的に後押しすることが、地域振興の効果を高める上

で有効に働く。 
 
 
・Ｃ型；発明者数の「伸び率」が高い分野 
 
「産学連携の求心力を高めやすい」分野に当たる。地域の知財活用に取り組む際の“第

三優先候補”となる。本分野の場合、「産学連携の求心力を生かし、大学・研究所から

企業への特許流通の拡大を図ること」が特に期待される。また、関連の深い支援施策と

して、第一に「研究者個人に対する選択的な財政支援」の導入、強化が挙げられる。能

力の高い研究者への優先的な財政支援を行うことで、域内外の優秀な研究者を引きつけ

「地域としての競争優位」を確保していくことが、地域振興の効果を高める上で有効に

働く。第二に「特許製品の優先調達」の導入、強化が挙げられる。例えば、地域の知財

から生まれた新製品を“試作段階で公的機関が優先的に調達する”ことなどにより「発

明ニーズの集積」を政策的に後押しすることが地域振興の効果を高める上で有効に働く。 
 
 
 以上に述べた「地域振興のための７つの知財活用モデル」を導出した上で、これらのモ

デルに従い、４７都道府県の「知財による地域振興のための環境条件」を比較考察した。
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第四章 知財活用モデルに基づく地域環境の比較 

 
最初に、地域毎の環境条件を、統一フォーマットに基づく個票の形で整理する。 

 

１．都道府県別の環境条件の分析 

 

前章の条件を踏襲し、「知財の強み」については「発明者数ランキング」「発明者数の

全国割合」「発明者数の伸び」を、「地域振興プロセス」については「注目の製品市場」

「国の資金を用いた研究開発プロジェクト」を取り上げ、都道府県別の特徴を抽出した。 

前述のように、本評価は、知財による振興方策を検討する際に必要となる「地域固有の

環境条件」を想定するために行ったもので、各地の現状について絶対的な評価を与えるも

のではない。すなわち、評価の項目や条件を変更することで、抽出される「知財の強み」

や「注目の製品市場」などが多様に変化することに、十分留意する必要がある。今回の評

価に用いた項目と条件は、次のようになっている。 

 

ａ．知財の強み

 

「分野別発明者数」に着目し、都道府県毎に「３つの“知財の強み”」を抽出した。 

 

①発明者数ランキング 

1998年～2002年の発明者延べ数をもとに、「ランキングが15位以内」で、かつ「発明

者数が年平均で100名以上」の分野を特定した。 

 

②発明者数の全国割合 

1998年～2002年の発明者延べ数をもとに、「発明者数の割合が全国対比で3％以上」の

分野を特定した。 

 

③発明者数の伸び 

1993年～2002年の推移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に渡り、発明者

数が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年間において、発明者数がか

なりの増加を示している」分野を特定した。 

 

ｂ．注目の製品市場 

 

「分野別製品出荷額」に着目し、経済産業省「工業統計調査」に基づき（産業中分類を

対象）、都道府県毎に「２つの“注目の製品市場”」を抽出した。 
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①製品出荷額の伸び 

1993年～2002年の製品出荷額の推移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に

渡り、製品出荷額が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年間において、

製品出荷額がかなりの増加を示している」分野を特定した。 

 

②製品出荷額の全国対比の伸び 

1993年～2002年の製品出荷額の推移をもとに、概ねの評価において、「過去10年間に

渡り、製品出荷額の全国対比が一貫して増加傾向を示している」、あるいは「最近数年

間において、製品出荷額の全国対比がかなりの増加を示している」分野を特定した。 

 

ｃ．国の資金を用いた研究開発プロジェクト

 

「経済産業省」「ＮＥＤＯ」「文部科学省」「ＪＳＴ」のプロジェクトに着目し、所轄

機関のウェブ公開情報に基づき、都道府県毎に「2004年度の国の資金を用いた研究開発プ

ロジェクトへの取り組み状況」を分析した。 

 
 得られた結果を、以下にまとめる。 
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1-1．北海道 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

知財の強み 注目の製品市場

輸送用機械器
具

バイオ

農水産

食料品

建設

医療機器

知的関連施策の
導入

6

地域新規産業創造技術開発事
業

10

5

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

創造技術研究開発事業 19

発
明
者
数
の
全
国
割
合

制度

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

非鉄金属

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

発
明
者
数
の
伸
び

◎

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

産業クラスター計画 1

産業技術研究助成事業 6

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

1

光学

Ｊ
Ｓ
Ｔ
権利化試験

金属製品

産学官共同研究の効果的な推
進

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

石油製品・石
炭製品

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

文
部
科
学
省
知的クラスター創成事業

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－

－

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

1

1

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

1

大学発事業創出実用化研究開
発事業

4

バイオ

無機化学

分離、混合
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1-2．青森県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
伸
び

－

1

－

－

2

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

パルプ・紙・
紙加工品

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

創造技術研究開発事業 2

産業クラスター計画

　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知財の強み 注目の製品市場
知的関連施策の

導入

制度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

電子部品

コンピュータ

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

△

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

発
明
者
数
の
全
国
割
合

Ｊ
Ｓ
Ｔ
委託開発事業

文
部
科
学
省

－

製
品
出
荷
額
の
伸
び

精密機械器具
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1-3．岩手県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

機械部品

発
明
者
数
の
伸
び

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

制度

－

－

発
明
者
数
の
全
国
割
合

バイオ

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

製
品
出
荷
額
の
伸
び

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－

非鉄金属

輸送用機械器
具

なめし革・同
製品・毛皮

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

－ －

経
済
産
業
省

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

地域新規産業創造技術開発事
業

2

産業クラスター計画 2

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

－ －

文
部
科
学
省

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －
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1-4．宮城県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

化学工業

発
明
者
数
の
全
国
割
合

輸送用機械器
具

電子回路・通
信

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

石油製品・石
炭製品

ゴム製品

発
明
者
数
の
伸
び

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

コンピュータ

照明

分離、混合

印刷

冶金

エンジン

－

－

－

産業クラスター計画

創造技術研究開発事業 1

ゴム製品

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

6

地域新規産業創造技術開発事
業

2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

3

大学発事業創出実用化研究開
発事業

1

産業技術研究助成事業 9

文
部
科
学
省

産学官共同研究の効果的な推
進

2

知的クラスター創成事業 1

Ｊ
Ｓ
Ｔ

権利化試験 1

大学発ベンチャー創出推進事
業

1

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

知的関連施策の
導入

制度

3
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1-5．秋田県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

プラスチック
製品

電子部品

ゴム製品

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
伸
び

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

△

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

産業クラスター計画 2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －

－ －

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －

文
部
科
学
省

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

制度

－

－

農水産

医療機器

無機化学

光学
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1-6．山形県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

なめし革・同
製品・毛皮

情報記憶装置

1

創造技術研究開発事業 1

非鉄金属

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

2

地域新規産業創造技術開発事
業

化学工業

産業クラスター計画 2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

産業技術研究助成事業 1

エネルギー使用合理化技術戦
略的開発事業

1

発
明
者
数
の
伸
び

窯業・土石製
品

－

高分子

光学

電子回路・通
信

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
割
合

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

文
部
科
学
省

－ －

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

Ｊ
Ｓ
Ｔ
革新技術開発研究事業 1

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

制度

基
本
計
画
の
策
定
状
況

△

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－
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1-7．福島県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

－ －

制度

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

3

創造技術研究開発事業 3

産業クラスター計画 2

プラスチック
製品

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －
家具・装備品

パルプ・紙・
紙加工品

経
済
産
業
省

文
部
科
学
省

－ －

化学工業

発
明
者
数
の
伸
び

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

パルプ・紙・
紙加工品

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

発
明
者
数
の
全
国
割
合

化学工業

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

電子回路・通
信

－

光学

Ｊ
Ｓ
Ｔ

プラスチック
製品

ゴム製品

窯業・土石製
品

○

基
本
計
画
の
策
定
状
況

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

◎

－

－

◎
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1-8．茨城県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

｢武器｣｢紙｣を
除く29分野

｢農水産｣｢家庭
用品｣｢医療機
器｣｢運輸｣｢紙｣
｢機械部品｣
｢武器｣｢コン
ピュータ｣｢情
報記憶装置｣
｢電子回路・通
信｣を除く21分
野

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

1
研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

食料品

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

2

地域新規産業創造技術開発事
業

1

産業クラスター計画 1

産業技術研究助成事業 5

3

繊維工業品

産学官共同研究の効果的な推
進

1

文
部
科
学
省

重要課題解決型研究等の促進

食料品

1

金属製品

委託開発事業 1

発
明
者
数
の
伸
び

プラスチック
製品

Ｊ
Ｓ
Ｔ

独創モデル化バイオ

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
割
合 製

品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知財の強み 注目の製品市場
知的関連施策の

導入

制度

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－
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1-9．栃木県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

1

家庭用品

石油化学

産業クラスター計画 1

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

大学発事業創出実用化研究開
発事業

1

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

化学工業

ゴム製品

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

ゴム製品

文
部
科
学
省

－ －

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

制度

照明

医療機器

エンジン

医薬

運輸

機械部品

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

○

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
伸
び

食料品

情報記憶装置

紙

照明
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1-10．群馬県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

化学工業

経
済
産
業
省

印刷

エンジン

木材・木製品

一般機械器具

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

1

－ －

特
許
製
品
の
優
先
調
達

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

制度

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

産業技術研究助成事業

◎

○

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

◎

基
本
計
画
の
策
定
状
況

地域新規産業創造技術開発事
業

3

創造技術研究開発事業 1

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

2

1

機械部品

無機化学

コンピュータ

医療機器

運輸

エンジン

高分子

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
伸
び

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－
機械部品

電子部品

文
部
科
学
省

産業クラスター計画

運輸

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

医療機器

家庭用品

医療機器

－
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1-11．埼玉県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

○

電子回路・通
信

電子部品

1

創造技術研究開発事業 8

産業クラスター計画 2

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

重要課題解決型研究等の促進 1

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

2

産業技術研究助成事業 1

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

出版・印刷・
同関連品

繊維工業品

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

Ｊ
Ｓ
Ｔ

大学発ベンチャー創出推進事
業

1

福祉用具実用化研究開発事業 1

特
許
製
品
の
優
先
調
達

制度

食料品

食料品

製
品
出
荷
額
の
伸
び

文
部
科
学
省

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

◎

コンピュータ

光学

機械部品

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
伸
び

｢鉱業｣｢武器｣
｢原子力｣｢紙｣
｢繊維｣を除く
26分野

｢農水産｣｢無機
化学｣｢高分子｣
｢繊維｣｢紙｣｢建
設｣｢鉱業｣｢照
明｣｢武器｣｢コ
ンピュータ｣
｢原子力｣を除
く20分野
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1-12．千葉県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

食料品

分離、混合

金属加工

プラスチック加工

無機化学

有機化学

高分子

石油化学

バイオ

冶金

紙

建設

鉱業

光学

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

◎

情報記憶装置

コンピュータ

エンジン

印刷
－ －

－

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

産業クラスター計画 2

産業技術研究助成事業

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

発
明
者
数
の
伸
び

家具・装備品
Ｊ
Ｓ
Ｔ

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

発
明
者
数
の
全
国
割
合

木材・木製品

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

－

製
品
出
荷
額
の
伸
び

創造技術研究開発事業

注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

制度

基
本
計
画
の
策
定
状
況

○

｢原子力｣を｢
紙｣｢武器｣除く
28分野

知財の強み

－

文
部
科
学
省

経
済
産
業
省

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

4

3

2
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1-13．東京都 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

基
本
計
画
の
策
定
状
況

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

△

特
許
製
品
の
優
先
調
達

◎

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

－

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

文
部
科
学
省

重要課題解決型研究等の促進

権利化試験

制度

発
明
者
数
の
伸
び

食料品

医療機器

－

－

7

創造技術研究開発事業 18

発
明
者
数
の
全
国
割
合

産業クラスター計画

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

7

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

委託開発事業
＊新規企業対象

1

地域新規産業創造技術開発事
業

産業技術研究助成事業 34

福祉用具実用化研究開発事業 5

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

10

大学発事業創出実用化研究開
発事業

26

5

照明 委託開発事業 2

医薬
産学官共同研究の効果的な推
進

3

高分子 戦略的研究拠点育成

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知的関連施策の
導入

－

全31分野

1

コンピュータ 1

エンジン 独創モデル化

全31分野

バイオ
大学発ベンチャー創出推進事
業

2

4

2

石油化学

Ｊ
Ｓ
Ｔ

3

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ
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1-14．神奈川県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

基
本
計
画
の
策
定
状
況

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

知的関連施策の
導入

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

創造技術研究開発事業 9

産業クラスター計画

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

1

発
明
者
数
の
全
国
割
合

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

大学発事業創出実用化研究開
発事業

4

産業技術研究助成事業 1

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

福祉用具実用化研究開発事業

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

機械部品

2

△

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

◎

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

2

｢武器｣｢紙｣を
除く29分野

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

△
委託開発事業 1

2

－ －

独創モデル化 1

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

委託開発事業
＊中堅中小企業対象

文
部
科
学
省

発
明
者
数
の
伸
び

Ｊ
Ｓ
Ｔ

｢繊維｣を除く
30分野

家庭用品
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1-15．新潟県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

○

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

知的関連施策の
導入

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

プラスチック
製品

発
明
者
数
の
伸
び

エンジン

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

ゴム製品

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

産業クラスター計画 1

1

創造技術研究開発事業 2

発
明
者
数
の
全
国
割
合

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

1

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

パルプ・紙・
紙加工品

大学発事業創出実用化研究開
発事業

2

産業技術研究助成事業 3

文
部
科
学
省

－ －

Ｊ
Ｓ
Ｔ

大学発ベンチャー創出推進事
業

1

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

家庭用品

無機化学

有機化学

照明

光学

光学
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1-16．富山県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

知的関連施策の
導入

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

◎

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

2

創造技術研究開発事業 1

産業クラスター計画 1

木材・木製品

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

発
明
者
数
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
割
合

光学

機械部品

運輸

分離、混合

家庭用品

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

経
済
産
業
省

1

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

文
部
科
学
省

知的クラスター創成事業 1

家具・装備品

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －
△

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

建設

家庭用品

金属加工

コンピュータ

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

産業技術研究助成事業
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1-17．石川県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

非鉄金属

発
明
者
数
の
全
国
割
合

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

家具・装備品

発
明
者
数
の
伸
び

繊維

電子回路・通
信

コンピュータ

－

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

産業技術研究助成事業 3

文
部
科
学
省

知的クラスター創成事業 1

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

△

経
済
産
業
省

創造技術研究開発事業 5

産業クラスター計画 1

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

Ｊ
Ｓ
Ｔ

大学発ベンチャー創出推進事
業

1

特
許
製
品
の
優
先
調
達

委託開発事業
＊中堅中小企業対象

2

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

△

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

電子回路・通
信

光学

機械部品

バイオ

分離、混合

家庭用品
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1-18．福井県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

創造技術研究開発事業 1

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

非鉄金属

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

1

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

産業クラスター計画 5

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

産業技術研究助成事業 2

発
明
者
数
の
伸
び

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

衣服・その他
の繊維製品

文
部
科
学
省

－ －

Ｊ
Ｓ
Ｔ
委託開発事業 1

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

光学

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

－

制度

エンジン

建設

紙

高分子

家庭用品

農水産

食料品

繊維
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1-19．山梨県 

知的関
連施策
の

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

化学工業

－

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
伸
び

医療機器

光学

1

地域新規産業創造技術開発事
業

3

ゴム製品

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

2

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

創造技術研究開発事業

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

大学発事業創出実用化研究開
発事業

2

文
部
科
学
省

－

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－

2

産業クラスター計画 1

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

電子回路・通
信

－

－

－
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1-20．長野県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

印刷

情報記憶装置

コンピュータ

光学

電子部品

機械部品

プラスチック加工

包装

農水産

運輸

石油化学

エンジン

分離、混合

金属加工

印刷

包装

石油化学

光学

コンピュータ

情報記憶装置

電子部品

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

制度

製
品
出
荷
額
の
伸
び

－

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

2

1

地域新規産業創造技術開発事
業

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

Ｊ
Ｓ
Ｔ

1

創造技術研究開発事業 4

産業クラスター計画 1

1

－

知的クラスター創成事業 1

－

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

－

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

文
部
科
学
省

電子回路・通
信

電子回路・通
信

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

○

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

－

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

印刷

発
明
者
数
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
割
合

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ
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1-21．岐阜県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

知財の強み 注目の製品市場

電気機械器具

建設

包装

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

産業クラスター計画 2

1

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

プラスチック
製品

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

創造技術研究開発事業

プラスチック加工

包装 1

発
明
者
数
の
伸
び

金属製品

文
部
科
学
省

知的クラスター創成事業

ゴム製品

発
明
者
数
の
全
国
割
合

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

プラスチック
製品

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

◎

　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

医薬

医療機器

金属加工

紙

－ －
Ｊ
Ｓ
Ｔ

石油化学

4
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1-22．静岡県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

制度

精密機械器具

輸送用機械器
具

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

産業技術研究助成事業

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

2

地域新規産業創造技術開発事
業

2

1

産業クラスター計画 2

大学発事業創出実用化研究開
発事業

5

委託開発事業
＊中堅中小企業対象

繊維 Ｊ
Ｓ
Ｔ

1

知的クラスター創成事業 1

文
部
科
学
省

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

福祉用具実用化研究開発事業

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

－

○

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

食料品

金属加工

2

窯業・土石製
品

繊維工業品
繊維

運輸

印刷

プラスチック加工

輸送用機械器
具

発
明
者
数
の
伸
び

機械部品

紙

情報記憶装置

発
明
者
数
の
全
国
割
合

エンジン

照明

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲料・たば
こ・飼料

｢武器｣｢原子
力｣｢鉱業｣｢高
分子｣を除く27
分野

光学

石油化学
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1-23．愛知県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
伸
び

輸送用機械器
具

電子回路・通
信

電子部品

製
品
出
荷
額
の
伸
び

非鉄金属

輸送用機械器
具

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

5

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

6

地域新規産業創造技術開発事
業

6

創造技術研究開発事業 9

産業クラスター計画 3

発
明
者
数
の
全
国
割
合

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

3

大学発事業創出実用化研究開
発事業

4

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

産業技術研究助成事業 6

文
部
科
学
省

知的クラスター創成事業 1

大学発ベンチャー創出推進事
業

1

委託開発事業 1

知財の強み

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

非鉄金属

注目の製品市場

医療機器

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

Ｊ
Ｓ
Ｔ

｢農水産｣｢有機
化学｣｢情報記
憶装置｣｢原子
力｣｢電子回
路・通信｣を除
く26分野

｢武器｣｢原子
力｣｢紙｣を除く
28分野
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1-24．三重県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

1

創造技術研究開発事業 1

産業クラスター計画 3

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

－

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

輸送用機械器
具

金属製品

電気機械器具

非鉄金属

発
明
者
数
の
伸
び

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

△

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－ －

文
部
科
学
省

産学官共同研究の効果的な推
進

1

Ｊ
Ｓ
Ｔ

機械部品

食料品

高分子

電子部品

医薬

有機化学

高分子

農水産
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1-25．滋賀県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

繊維

プラスチック加工

高分子

医薬

分離、混合

包装

無機化学

照明

印刷

光学

情報記憶装置

石油化学

建設

電子部品

医療機器

家庭用品

機械部品

1

2

4

－

創造技術研究開発事業

精密機械器具

－

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

地域新規産業創造技術開発事
業

製
品
出
荷
額
の
伸
び

食料品

経
済
産
業
省

－

発
明
者
数
の
伸
び

エンジン

照明

文
部
科
学
省

高分子

精密機械器具

コンピュータ

電子部品

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

一般機械器具

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

△

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

△

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－ －

－

Ｊ
Ｓ
Ｔ

産業クラスター計画 4

繊維

高分子

プラスチック加工

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

発
明
者
数
の
全
国
割
合
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1-26．京都府 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況制度

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

6

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

－

文
部
科
学
省

産学官共同研究の効果的な推
進

知的クラスター創成事業

5

5

1

創造技術研究開発事業 4

産業クラスター計画 4

発
明
者
数
の
伸
び

バイオ

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

繊維

発
明
者
数
の
全
国
割
合

プラスチック加工
大学発事業創出実用化研究開
発事業

3

バイオ 産業技術研究助成事業 7

福祉用具実用化研究開発事業

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

2

機械部品

－

電子部品

Ｊ
Ｓ
Ｔ

大学発ベンチャー創出推進事
業

1

独創モデル化 2

1

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

△

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

｢原子力｣｢紙｣
｢エンジン｣｢金
属加工｣｢有機
化学｣｢鉱業｣
｢照明｣｢運輸｣
｢建設｣｢農水
産｣｢武器｣を除
く20分野

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト
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1-27．大阪府 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

－

石油製品・石
炭製品発

明
者
数
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
割
合

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

医療機器

5

地域新規産業創造技術開発事
業

6

創造技術研究開発事業 12

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

産業クラスター計画 4

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

3

大学発事業創出実用化研究開
発事業

2

産業技術研究助成事業 9

福祉用具実用化研究開発事業 2

文
部
科
学
省

知的クラスター創成事業 1

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

4

2

独創モデル化 2

委託開発事業 3

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

◎

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

｢武器｣｢原子
力｣を除く29分
野

｢原子力｣を除
く30分野

権利化試験 2

大学発ベンチャー創出推進事
業Ｊ

Ｓ
Ｔ運輸
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1-28．兵庫県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

家庭用品

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

2

地域新規産業創造技術開発事
業

独創モデル化

2

創造技術研究開発事業 2

産業クラスター計画 4

知的クラスター創成事業 1

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

1

大学発事業創出実用化研究開
発事業

2

文
部
科
学
省

産業技術研究助成事業 1

福祉用具実用化研究開発事業 2

1

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

－

Ｊ
Ｓ
Ｔ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

－

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

◎

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

｢武器｣｢紙｣を
除く29分野

｢家庭用品｣
｢印刷｣｢包装｣
｢繊維｣｢光学｣
｢コンピュー
タ｣｢情報記憶
装置｣｢電子部
品｣｢電子回
路・通信｣を除
く22分野

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

原子力

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
伸
び
医薬

医療機器
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1-29．奈良県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

1

創造技術研究開発事業 1

4

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

1

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

産業技術研究助成事業

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

制度

1

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

地域新規産業創造技術開発事
業

－

－

発
明
者
数
の
全
国
割
合

産業クラスター計画

バイオ

光学

－

1

電子回路・通
信

電子部品

1

文
部
科
学
省

知的クラスター創成事業

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－

発
明
者
数
の
伸
び

医療機器

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

－

◎

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

－

－
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1-30．和歌山県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

注目の製品市場知財の強み

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

石油化学

電子回路・通
信

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

Ｊ
Ｓ
Ｔ

1

－ －

産業クラスター計画

印刷

コンピュータ

4

－

有機化学

光学

発
明
者
数
の
全
国
割
合

石油化学

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

文
部
科
学
省

発
明
者
数
の
伸
び

印刷

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

◎

△

精密機械器具

－

－

委託開発事業
＊新規企業対象

製
品
出
荷
額
の
伸
び

経
済
産
業
省

　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度
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1-31．鳥取県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
割
合

産業クラスター計画 2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

－

機械部品

Ｊ
Ｓ
Ｔ

2

製
品
出
荷
額
の
伸
び

－

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

創造技術研究開発事業

発
明
者
数
の
伸
び

エンジン
文
部
科
学
省

－

知的関連施策の
導入

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

基
本
計
画
の
策
定
状
況

△

－

－

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

－

－

－ －

電子部品

知財の強み
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1-32．島根県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

－

－

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

1

化学工業

産業クラスター計画 2

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

－

発
明
者
数
の
全
国
割
合

ゴム製品

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

発
明
者
数
の
伸
び

無機化学

文
部
科
学
省

－

機械部品
Ｊ
Ｓ
Ｔ

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

知的関連施策の
導入

◎

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

制度

○

○

○

－

農水産

農水産
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1-33．岡山県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野
プロジェクト

数 項目 状況

発
明
者
数
の
伸
び
電子部品

医療機器

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

農水産

製
品
出
荷
額
の
伸
び

繊維

発
明
者
数
の
全
国
割
合

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

2
冶金

金属加工 地域新規産業創造技術開発事
業

1

有機化学

創造技術研究開発事業 1
運輸

高分子
産業クラスター計画 2

分離、混合

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

1

農水産

大学発事業創出実用化研究開
発事業

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

Ｊ
Ｓ
Ｔ

大学発ベンチャー創出推進事
業

1

1

1

繊維

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

－

－

産業技術研究助成事業 2

文
部
科
学
省

重要課題解決型研究等の促進

冶金

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

－

制度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

○

－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 

 193



1-34．広島県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

運輸

分離、混合

エンジン

金属加工

建設

包装

照明

プラスチック加工

バイオ

冶金

コンピュータ

食料品

印刷

農水産

高分子

繊維

光学

－

木材・木製品

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

創造技術研究開発事業

知的クラスター創成事業
発
明
者
数
の
伸
び

3

地域新規産業創造技術開発事
業

2

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

産業技術研究助成事業 4

3

産業クラスター計画 2

発
明
者
数
の
全
国
割
合

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

大学発事業創出実用化研究開
発事業

1

Ｊ
Ｓ
Ｔ
権利化試験 1

文
部
科
学
省

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

2

2

医療機器

無機化学

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

分離、混合

運輸

紙

武器

バイオ

コンピュータ

知的関連施策の
導入

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－
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1-35．山口県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

創造技術研究開発事業 2

知的クラスター創成事業 1

無機化学

金属加工

産業クラスター計画 2

有機化学

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

大学発事業創出実用化研究開
発事業

1

製
品
出
荷
額
の
伸
び

高分子

武器

文
部
科
学
省

高分子

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

発
明
者
数
の
伸
び

コンピュータ

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

有機化学

冶金

発
明
者
数
の
全
国
割
合

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

－

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

－

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－
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1-36．徳島県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

光学

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

2

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

1

創造技術研究開発事業 3

－

知的クラスター創成事業 1

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－

プラスチック
製品

地域新規産業創造技術開発事
業

製
品
出
荷
額
の
伸
び

化学工業

産業クラスター計画 1

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －

発
明
者
数
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

コンピュータ

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

医療機器
文
部
科
学
省

発
明
者
数
の
全
国
割
合

非鉄金属

知的関連施策の
導入

－

－

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

◎

○

－

－
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1-37．香川県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
割
合

－

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

バイオ

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

2

創造技術研究開発事業 3

産業クラスター計画 1

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

1

発
明
者
数
の
伸
び

医療機器

産業技術研究助成事業 1

文
部
科
学
省

知的クラスター創成事業 1

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

情報記憶装置

－

－

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

◎

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

○
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1-38．愛媛県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

農水産

発
明
者
数
の
全
国
割
合

無機化学

発
明
者
数
の
伸
び

紙

繊維

－

－

－

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

飲 料 ・ た ば
こ・飼料 地域新規産業創造技術開発事

業
1

繊維

運輸

創造技術研究開発事業 2

鉄鋼

産業クラスター計画 1

経
済
産
業
省

プラスチック
製品

－

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

照明

分離、混合

農水産

Ｊ
Ｓ
Ｔ

非鉄金属

非鉄金属

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

パルプ・紙・
紙加工品

電子部品

紙

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

文
部
科
学
省

制度

－

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－
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1-39．高知県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

△

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

△

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

－

発
明
者
数
の
全
国
割
合

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

1

地域新規産業創造技術開発事
業

1

創造技術研究開発事業 2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

産業技術研究助成事業 1

産業クラスター計画 1

文
部
科
学
省

－ －

電子部品 Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －

鉱業

発
明
者
数
の
伸
び

制度

－

－

－

　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

知財の強み 注目の製品市場
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1-40．福岡県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

家庭用品

建設

無機化学

冶金

有機化学

照明

食料品

金属加工

分離、混合

石油化学

バイオ

コンピュータ

医療機器

プラスチック加工

包装

電子部品

医薬

◎

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

△

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー

タ
ベ
ー

ス

－
電子回路・通
信

出版・印刷・
同関連品

産業クラスター計画 2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

次世代ロボット実用化プロ
ジェクト

地域新規産業創造技術開発事
業

4

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

5

製
品
出
荷
額
の
伸
び

輸送用機械器
具

家庭用品

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

有機化学

輸送用機械器
具

独創モデル化 2

創造技術研究開発事業 7

1

委託開発事業
＊新規企業対象

1
電子回路・通
信

コンピュータ

電子部品

発
明
者
数
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

発
明
者
数
の
全
国
割
合

情報記憶装置

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

Ｊ
Ｓ
Ｔ

建設

1

戦略的研究拠点育成 1

文
部
科
学
省

冶金

バイオ

医療機器

家庭用品

制度

知的クラスター創成事業 2

産学官共同研究の効果的な推
進

無機化学
福祉用具実用化研究開発事業 1

4

産業技術研究助成事業

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

2

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 
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1-41．佐賀県 

知的関
連施策
の

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

特
許
製
品
の
優
先
調
達

○

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

◎

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

2

地域新規産業創造技術開発事
業

1

創造技術研究開発事業 2

2

－

輸送用機械器
具

化学工業

産業クラスター計画

発
明
者
数
の
全
国
割
合

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

文
部
科
学
省

－

発
明
者
数
の
伸
び

分離、混合

光学

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

－

－

委託開発事業
＊新規企業対象

Ｊ
Ｓ
Ｔ

1

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 
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1-42．長崎県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

－

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

△

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

◎

発
明
者
数
の
伸
び

医療機器

医薬

－

エンジン

経
済
産
業
省

産業クラスター計画 2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －

－ －

－

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

－

－

コンピュータ

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

文
部
科
学
省

Ｊ
Ｓ
Ｔ

制度

発
明
者
数
の
全
国
割
合

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

プラスチック
製品
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1-43．熊本県 

 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

○

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

1

創造技術研究開発事業 3

一般機械器具

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

非鉄金属

産業クラスター計画 2

発
明
者
数
の
伸
び

冶金

発
明
者
数
の
全
国
割
合

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

文
部
科
学
省

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

－

－

－

－ －

－

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 
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1-44．大分県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

特
許
製
品
の
優
先
調
達

△

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

◎

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

△

1

地域新規産業創造技術開発事
業

1

非鉄金属

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

飲 料 ・ た ば
こ・飼料

産業クラスター計画 2

発
明
者
数
の
全
国
割
合

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

大学発事業創出実用化研究開
発事業

1

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

非鉄金属

文
部
科
学
省

発
明
者
数
の
伸
び

医療機器

精密機械器具

医薬
Ｊ
Ｓ
Ｔ

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

－

－ －

－ －

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 
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1-45．宮崎県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

○

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

輸送用機械器
具

発
明
者
数
の
全
国
割
合

武器

発
明
者
数
の
伸
び

経
済
産
業
省

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

2

創造技術研究開発事業

－

－

1

産業クラスター計画 2

－

無機化学

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

文
部
科
学
省

－

家庭用品

分離、混合

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

－

－ －

Ｊ
Ｓ
Ｔ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 

 205



1-46．鹿児島県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

－

特
許
製
品
の
優
先
調
達

△

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

発
明
者
数
の
全
国
割
合

コンピュータ

電子部品

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

産業クラスター計画 2

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

大学発事業創出実用化研究開
発事業

3

2

1

－

産業技術研究助成事業

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－

精密機械器具

－ －
医療機器

光学

製
品
出
荷
額
の
伸
び

一般機械器具
経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

－

電子部品

－

発
明
者
数
の
伸
び

農水産

文
部
科
学
省
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1-47．沖縄県 

評
価
軸

分野
評
価
軸

分野 プロジェクト
数 項目 状況

特
許
製
品
の
優
先
調
達

－

研
究
者
個
人
に
対
す
る

選
択
的
な
財
政
支
援

－

地
域
独
自
の
競
争
的

研
究
資
金
制
度

◎

知的関連施策の
導入

基
本
計
画
の
策
定
状
況

－

地
域
全
体
の
知
財
分
析
が

可
能
な
デ
ー
タ
ベ
ー

ス

－

発
明
者
数
の
伸
び

発
明
者
数
の
全
国
ラ
ン
キ
ン
グ

製
品
出
荷
額
の
伸
び

一般機械器具

－

－

発
明
者
数
の
全
国
割
合

精密機械器具

1

電気機械器具

地域新規産業創造技術開発事
業

1

経
済
産
業
省

地域新生コンソーシアム研究
開発事業

1

中小企業 地域新生コンソー
シアム研究開発事業

創造技術研究開発事業 1

1

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

－ －

医療機器
文
部
科
学
省

製
品
出
荷
額
の
全
国
割
合
の
伸
び

産業クラスター計画

－ －

医薬

Ｊ
Ｓ
Ｔ

－ －

電子部品

－

食料品

知財の強み 注目の製品市場
　2004年度の国の資金を用いた研究開発
　プロジェクト

制度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 
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２．知財活用モデルとしての特徴 

 

その上で、取りまとめた個票をもとに、各都道府県の地域環境について「７つの知財活

用モデル」に基づく区分を試みた。得られた結果は、次のようになる（図表8）。 

 

①「Ａ型」の特徴を持つ地域；34都道府県 

 

“知財の強み”を持つ特定分野において、能力の高い研究者への優先的な財政支援を行

うことで域内外の優秀な研究者を引きつけ、地域独自の競争的資金を生かし産学連携の

求心力を醸成していくことが、地域振興効果を高めていく地域。本地域では、「地域の

ニーズとシーズを発掘し、これらを結びつけていくことで、域内の特許流通件数の増加

を図ること」が特に期待される。 
 

 

②「Ｂ型」の特徴を持つ地域；24都道府県 

 

“知財の強み”を持つ特定分野において、地域独自の競争的研究資金を生かし産学連携

の求心力を醸成し、地域の知財から生まれた新製品の販売を“試作段階で公的機関が優

先的に調達する”ことなどにより政策的に後押しすることが、地域振興効果を高めてい

く地域。本地域では、「地域の競争優位を生かし、域内だけでなく、域外への特許流通

の拡大を図ること」が特に期待される。 
 

 

③「Ｃ型」の特徴を持つ地域；47都道府県 

 

“知財の強み”を持つ特定分野において、能力の高い研究者への優先的な財政支援を行

うことで域内外の優秀な研究者を引きつけ、地域の知財から生まれた新製品の販売を“試

作段階で公的機関が優先的に調達する”ことなどにより政策的に後押しすることが、地

域振興効果を高めていく地域。本地域では、「産学連携の求心力を生かし、大学・研究

所から企業への特許流通の拡大を図ること」が特に期待される。 
 

 

④「ＡＢ型」の特徴を持つ地域；21都道府県 
 
“知財の強み”を持つ特定分野において、地域独自の競争的研究資金を生かし産学連携

の求心力を醸成していくことが、地域振興効果を高めていく地域。本地域では、「地域

のニーズとシーズを発掘し、これらを結びつけていくことで、域内の特許流通件数の増

加を図ること」「地域の競争優位を生かし、域内だけでなく、域外への特許流通の拡大

を図ること」が特に期待される。 
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⑤「ＡＣ型」の特徴を持つ地域；23都道府県 
 
“知財の強み”を持つ特定分野において、能力の高い研究者への優先的な財政支援を行

うことで域内外の優秀な研究者を引きつけることが、地域振興効果を高めていく地域。

本地域では、「地域のニーズとシーズを発掘し、これらを結びつけていくことで、域内

の特許流通件数の増加を図ること」「産学連携の求心力を生かし、大学・研究所から企

業への特許流通の拡大を図ること」が特に期待される。 

 

 

⑥「ＢＣ型」の特徴を持つ地域；14都道府県  
 
“知財の強み”を持つ特定分野において、地域の知財から生まれた新製品の販売を“試

作段階で公的機関が優先的に調達する”ことなどにより政策的に後押しすることが、地

域振興効果を高めていく地域。本地域では、「地域の競争優位を生かし、域内だけでな

く、域外への特許流通の拡大を図ること」「産学連携の求心力を生かし、大学・研究所

から企業への特許流通の拡大を図ること」が特に期待される。 
 

 

⑦「ＡＢＣ型」の特徴を持つ地域；13都道府県 
 
“知財の強み”を持つ特定分野において、地域全体の知財分析が可能なデータベースを

構築・整備し、データベースをもとに最適な知財連携や人材連携を組成していくことが、

地域振興効果を高めていく地域。本地域では、「地域のニーズとシーズを発掘し、これ

らを結びつけていくことで、域内の特許流通件数の増加を図ること」「地域の競争優位

を生かし、域内だけでなく、域外への特許流通の拡大を図ること」「産学連携の求心力

を生かし、大学・研究所から企業への特許流通の拡大を図ること」が特に期待される。 
 

 

 これらの分析から明らかなように、前項で提示したモデルにより、４７都道府県の「知

財による地域振興のための環境条件」を類型化できることが分かる。さらに、モデル毎に

必要となる知財関連施策を抽出できることも確認された。 

 「ＡＢＣ型」を例に取ると、今回採用した分析条件では、「茨城」「群馬」「埼玉」「東

京」「神奈川」「長野」「静岡」「愛知」「滋賀」「京都」「大阪」「兵庫」「福岡」の

13都府県が該当地域として抽出され、各地域が持つ「ＡＢＣ型」の強みとして、以下の分

野を特定できる。 

 

・東京、9分野；「食料品」「医療機器」「医薬」「高分子」「石油化学」「バイオ」「エ

ンジン」「照明」「コンピュータ」 

・埼玉、4分野；「機械部品」「光学」「電子部品」「電子回路・通信」 

・兵庫、3分野；「医療機器」「医薬」「原子力」 

・神奈川、2分野；「家庭用品」「機械部品」 
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・愛知、2分野；「医療機器」「電子部品」 

・大阪、2分野；「医療機器」「運輸」 

・茨城、1分野；「バイオ」 

・群馬、1分野；「医療機器」 

・長野、1分野；「印刷」 

・静岡、1分野；「繊維」 

・滋賀、1分野；「高分子」 

・京都、1分野；「バイオ」 

・福岡、1分野；「家庭用品」 

 

したがって、それぞれの地域においては、上記分野を対象に「地域全体の知財分析が可

能なデータベース」を構築・整備し、データベースをもとに「地域における最適な知財連

携や人材連携」を組成することで、地域振興の大きな効果が期待される。 

ヒヤリング調査では、上記データベースの構築・整備について、埼玉県が「導入済み、

または一部導入」、京都府が「検討中、または今後検討」と回答しているが、他の都府県

においても、知財活用の分野を絞り込み、絞り込んだ分野において「地域全体の知財分析

が可能なデータベース」を整備することが、知財活用による地域振興を加速するための有

望な選択肢となり得る。 
 

 以上により、「知財関連施策」「知財の強み」「地域振興プロセス」に関する３つの分

析結果を総合し、各地域の特性に合った「地域振興のための知財活用モデル」を提示し、

「モデル実現のために必要となる知財関連施策」を抽出する方法について、その有効性を

確認した。 

 

 

 210



図表8 都道府県別の“ 知財活用モデル ”に基づく区分 

 

Ａ Ｂ Ｃ ＡＢ ＡＣ ＢＣ ＡＢＣ
地域全体の知
財分析が可能
なデータベース

研究者個人に
対する選択的
な財政支援

 地域独自の競
 争的研究資金
 制度

特許製品の
優先調達

北海道 4 - 5 - 1 - - ◎ - ◎ ◎ -

青森 - - 2 - - - - - △ - ◎ -

岩手 - - 2 - - - - - - - ◎ -

宮城 4 - 3 - - - - - - - ◎ -

秋田 - - 5 - - - - ◎ △ - ◎ -

山形 1 - 3 - - - - △ - - ◎ -

福島 1 - 1 - - - - ◎ - - ◎ ○

茨城 29 21 1 21 1 1 1 ◎ - - ◎ -

栃木 10 1 1 - 1 - - ○ - - ◎ -

群馬 8 1 6 1 4 1 1 ○ - ◎ ◎ ◎

埼玉 26 20 5 20 5 4 4 ◎ ◎ - ◎ ○

千葉 28 14 4 13 4 - - ○ ◎ - ◎ -

東京 31 31 9 31 9 9 9 ◎ - - ◎ △

神奈川 29 30 2 28 2 2 2 △ - ◎ ◎ △

新潟 5 - 2 - 1 - - ○ - - ◎ -

富山 3 - 6 - 1 - - - ◎ - ◎ △

石川 3 - 6 - 1 - - △ - - ◎ △

福井 2 - 7 - - - - ◎ - - ◎ -

山梨 - - 3 - - - - - - - ◎ -

長野 13 1 10 1 8 1 1 ○ - - - -

岐阜 6 1 2 - 1 - - - - - ◎ ◎

静岡 27 11 3 11 3 1 1 - - - ○ -

愛知 28 26 3 24 3 2 2 ◎ - - ◎ ◎

三重 6 1 1 1 - - - △ - - - -

滋賀 17 3 5 3 3 1 1 △ - - ◎ △

京都 20 4 2 4 2 1 1 - △ - ◎ -

大阪 29 30 2 29 2 2 2 ◎ - - ◎ -

兵庫 29 22 4 20 4 3 3 - - ◎ ◎ -

奈良 - - 5 - - - - - - - ◎ -

和歌山 4 1 3 1 1 - - - - - ◎ △

鳥取 - - 3 - - - - △ - - ◎ -

島根 1 1 2 1 - - - ◎ - ○ ○ ○

岡山 8 3 2 3 - - - - - ○ ◎ -

広島 17 4 4 2 2 - - - - - ◎ -

山口 5 3 1 2 - - - - - - - -

徳島 - - 3 - - - - - - - ◎ ○

香川 1 - 2 - - - - - - ◎ ◎ ○

愛媛 5 3 3 2 - 1 - - - - ◎ -

高知 - - 2 - - - - △ - - ◎ △

福岡 18 5 7 5 6 1 1 ◎ - - ◎ △

佐賀 - - 2 - - - - ◎ - ◎ ◎ ○

長崎 1 - 3 - - - - ◎ △ - - -

熊本 - - 1 - - - - - - - ○ -

大分 - - 2 - - - - △ - ◎ ◎ △

宮崎 - 1 3 - - - - ○ - - ◎ -

鹿児島 1 - 5 - 1 - - - - - - △

沖縄 - - 4 - - - - - - - ◎ -

１）知財活用モデルの区分：Ａ；「発明者数ランキング」に基づく強みを持つ、Ｂ；「発明者数の全国割合」に基づく強みを持つ、Ｃ；「発明者数の伸び」に基づく
１）強みを持つ
２）基本計画の策定状況：◎；策定済み、○；策定中、△；策定予定、－；未定
３）知財関連施策の導入状況：◎；導入済みまたは一部導入、○；類似施策で運用中または導入予定、△；検討中または今後検討、×；未定

都道府県名

知財活用モデルの区分（該当分野数） 知財関連施策の導入状況

基本計画の
策定状況

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）各種データをもとに日本総合研究所が作成 
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第五章 地域における知財活用モデルの実証に向けて 

 
知的財産が競争力の源泉となる時代が始まり、競争のルールが「どこでも作れるものを、

早く、安く作る競争」から、「他では作れないものを、いち早く生み出す競争」へとシフ

トした。このため、国全体を革新するという発想では、変化のスピードが遅すぎてグロー

バルな競争についていけなくなっている。もっと国から地域に重心を移していく必要があ

り、地域という小さな単位の中で知的財産の創出・活用を促進し、これらの地域活力を総

合することで日本全体の競争力を高めていく戦略が求められている。 
こうした変化を背景に知財活用の取り組みが拡大傾向を見せる一方で、実際に地域の現

場に入ると、活用した成果がなかなか地域振興に結びつかない現実も見て取れる。発明や

ノウハウを新製品や事業に結びつけるプロセスには常にリスクが伴うことが大きな原因で

あり、知財活用に取り組む地域では、「早く成果を出したい」「目に見える成果を出した

い」という地域振興の顕著な効果を求める声が同時に高まっている。 

 

 知財活用のリスクを最小化し、活用成果を地域振興に結びつけていくには、他にはない

“地域独自の強み”を生かすことが最も有効な方策となる。そのために、地域の強みを把

握する共通指標が必要になる。こうしたニーズに応えるため、昨年度の調査研究では「地

域の知財活用力を評価する共通指標」に関する検討を行った。各地の特徴を比較する共通

指標を導入し、それぞれの強みをベンチマークすることで、「どの地域において、どのよ

うな取り組みを行えば、最も大きな地域振興の効果が得られるか」を明らかにしようとい

う考え方である。 

 
 上記の成果を踏まえ、本年度の調査研究では「地域における独自の強みを生かすための

知財関連施策」の検討を行った。具体的には、各地域における「知財関連施策」「知財の

強み」「地域振興効果」の“３つの現状”を明らかにし、それぞれの関連性を分析した。 
第一の「知財関連施策」としては、「基本計画の策定」「規定・制度の整備」「財政支

援措置の導入」などを取り上げた。 
第二の「知財の強み」については、地域におけるニーズ・シーズの集積を表わす「発明

者数」、他の地域に対する競争優位を表わす「発明者割合」、新たに生まれた強みに対応

する「発明者伸び率」を取り上げた。 
第三の「地域振興効果」としては、知財活用の第一段階となる「外部資金プロジェクト

の獲得」、および最終段階に当たる「分野別製品出荷額の伸び」に着目した。 
 その上で、第四に、「知財関連施策」「知財の強み」「地域振興効果」に関する３つの

分析結果を総合することで、各地域の特性に合った「地域振興のための知財活用モデル」

を提示し、「モデル実現のために必要となる知財関連施策」を抽出した。 
 
 本調査研究で提示した複数のモデルの中から各地の実状に合ったモデルを選択し、その

効果を実証することが、知財の活用を地域振興につなげるための次のステップとなる。 
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